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議案第２４号 

   尼崎市自転車のまちづくり推進条例について 

 尼崎市自転車のまちづくり推進条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市自転車のまちづくり推進条例 

 私たちのまち尼崎は、高低差が少ない平坦な地形であるという地理的

特徴に加え、市域全体の市街化が進んだことにより、道路網が整備され、

多くの鉄道の駅、商業施設、医療施設、福祉施設、官公庁施設等がコン

パクトに立地しているなど、自転車の利用に適した環境が整っているた

め、市民の身近で手軽な交通手段として、自転車が多く利用されていま

す。 

 しかし、その一方で、自転車の利用に関する事故や自転車に関する犯

罪、放置自転車の問題が発生するなど、自転車の利用等に関する課題が

顕在化しました。これらの課題は、昨今、市、市民、事業者等による長

年の地道な取組によって少しずつ解決が図られていますが、私たちは、

今後もより一層これらの課題の解決に向けて努力していく必要がありま

す。この努力とともに、私たち一人ひとりが、自転車を、その利便性だ

けでなく、経済的、環境的、健康的な効用といった魅力を再認識して利

用することにより、自転車が単なる交通手段にとどまらず、様々な魅力

を生み出すものとして親しまれ、ひいては子どもから高齢者までの全て

の市民等が安全と安心を実感することができる尼崎のまちづくりに大き

く貢献するものと考えます。 

 ここに、私たちは、市、市民、事業者等が相互に協力して、本市の区

域内における自転車の利用を課題から魅力へと転換させることに取り組

み、私たちのまち尼崎を、自転車の利用において、安全で快適なまち、

楽しめるまち、愛されるまちにすることを決意し、自転車のまちづくり

を推進するため、この条例を制定します。 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、本市における自転車のまちづくりに関し、市、市
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民等、事業者、教育事業者等及び自転車小売業者等の責務を明らかに

するとともに、自転車のまちづくりに関する基本的な事項を定めるこ

とにより、自転車のまちづくりを推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

   自転車のまちづくり 全ての市民等が自転車を安全で快適な交通

手段として安心して利用することができるまちをつくるため、市民

等、事業者、教育事業者等及び自転車小売業者等が自転車の安全適

正利用に取り組むとともに、これらの者及び市が協力して、本市の

区域内における自転車の利用を本市の魅力とするために必要な活動

に取り組むことをいう。 

  市民等 市民（本市の区域内に住所若しくは勤務場所を有し、又

は本市の区域内に存する学校等に通学する者をいう。）、本市の区

域内に滞在する者及び本市の区域内を通行する者をいう。 

  事業者 本市の区域内で事業を営む個人及び法人その他の団体

（教育事業者等及び自転車小売業者等を除く。）をいう。 

  教育事業者等 本市の区域内に存する学校その他の施設において

児童等（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある

者（小学校就学の始期に達するまでの者を除く。）をいう。以下同

じ。）に対する教育の事業を行う者及び児童等に対するスポーツそ

の他の活動の指導を行う団体をいう。 

  自転車小売業者等 本市の区域内で自転車の販売、修理又は貸出

しを業として行う者をいう。 

  自転車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項

第１１号の２に規定する自転車をいう。 

  自転車の安全適正利用 次に掲げる行為をいう。 

 ア 自転車の利用に関する事故等により自他の生命、身体及び財産

に損害を与えないように自転車を利用すること。 

 イ 自転車の盗難その他の自転車に関する犯罪（以下「自転車関連
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犯罪」という。）の被害を防止するための対策を講ずること。 

 ウ 迷惑駐輪（他人に迷惑を及ぼすおそれがある態様で自転車を駐

車させることをいう。以下同じ。）その他の他人に迷惑を及ぼす

おそれがある態様での自転車の利用をしないこと。 

 エ 自転車を利用する目的に応じ、必要以上に自転車を利用しない

こと。 

（市の責務） 

第３条 市は、自転車のまちづくりの推進に関する施策（以下「推進施

策」という。）を策定し、及び実施するものとする。 

（市民等の責務） 

第４条 市民等は、自転車の安全適正利用について、家族その他の身近

な人と共に理解を深め、及びその実践に主体的に取り組むよう努めな

ければならない。 

２ 市民等は、市が実施する推進施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、市が実施する推進施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

（教育事業者等及び自転車小売業者等の責務） 

第６条 教育事業者等及び自転車小売業者等は、市が実施する推進施策

に協力するよう努めなければならない。 

２ 教育事業者等及び自転車小売業者等は、積極的に自転車のまちづく

りに取り組むよう努めなければならない。 

（推進計画） 

第７条 市長は、推進施策を総合的かつ計画的に推進するための計画

（以下「推進計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、推進計画を策定しようとするときは、自転車に関するまち

づくりについて知識経験を有する者、市民その他市長が適当と認める

者（以下「学識経験者等」という。）の意見を聴くものとする。 

３ 市長は、推進計画を策定したときは、速やかに、これを公表するも
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のとする。 

４ 第２項の規定は推進計画の変更（軽微な変更として市長が認めるも

のを除く。）について、前項の規定は推進計画の変更について準用す

る。 

５ 市長は、推進計画に基づく施策の実施状況等について、毎年度１回

以上、学識経験者等の意見を聴くものとする。 

（自転車の安全かつ快適な利用のための環境の整備） 

第８条 市は、自転車を安全かつ快適に利用することができるための環

境の整備に努めるものとする。 

（自転車の安全適正利用に係る指導等） 

第９条 市長は、自転車の利用について、道路交通法その他の交通法規

に違反するおそれがある行為又は迷惑駐輪その他の他人に迷惑を及ぼ

すおそれがある行為をした者、自転車関連犯罪の被害に遭うおそれが

ある者その他自転車を利用する者に対し、自転車の安全適正利用のた

めに必要な指導を行うことができる。 

２ 市長は、自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第

２条第２項に規定する自動車をいう。）の利用について道路交通法そ

の他の交通法規に違反するおそれがある行為（自転車の安全な通行を

阻害するおそれがあるものに限る。）をした者に対し、自転車の安全

な通行を確保するために必要な指導を行うことができる。 

（自転車のまちづくりに関する情報の収集等） 

第１０条 市は、自転車の安全適正利用に関する情報、自転車の利用に

よる効用に関する情報その他の自転車のまちづくりに関する情報を収

集し、並びに市民等、事業者、教育事業者等及び自転車小売業者等に

周知するものとする。 

（事業者等による啓発等） 

第１１条 事業者、教育事業者等及び自転車小売業者等（以下「事業者

等」という。）は、その従業員その他の構成員（以下「従業員等」と

いう。）に対し、自転車の安全適正利用に関する啓発を行うよう努め

なければならない。 
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２ 事業者等は、その管理する施設（本市の区域内に存するものに限

る。）をその顧客その他その従業員等以外の者（以下「顧客等」とい

う。）に利用させる場合は、当該顧客等に迷惑駐輪をさせないために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（教育事業者等による啓発） 

第１２条 教育事業者等は、その教育し、又は指導する児童等に対し、

自転車の安全適正利用に関する啓発を行うよう努めなければならない。 

（自転車小売業者等による啓発） 

第１３条 自転車小売業者等は、自転車の販売、修理又は貸出しの相手

方に対し、自転車の安全適正利用に関する啓発を行うよう努めなけれ

ばならない。 

（指導及び助言） 

第１４条 市長は、第１１条から前条までに規定する責務を有する者に

対し、当該者が当該責務を果たすために必要な指導及び助言を行うこ

とができる。 

（委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要

な事項は、市長が定める。 

   付 則 

 この条例は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  本市における自転車のまちづくりを推進するため、条例制定が必要

であることから、本案を提出する。 
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議案第２５号 

   みんなの尼崎城基金条例について 

 みんなの尼崎城基金条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   みんなの尼崎城基金条例 

（設置） 

第１条 尼崎城（尼崎城址公園内に設置される公園施設（都市公園法

（昭和３１年法律第７９号）第２条第２項に規定する公園施設をい

う。）で、かつて築城されていた尼崎城の一部の外観を再現したもの

をいう。）の整備及び管理その他の尼崎城址公園の整備及び管理（以

下「整備等」という。）に要する経費の財源を確保するため、みんな

の尼崎城基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（基金の額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次のとおりとする。 

  整備等に要する経費に充てるための寄付金の額 

  毎年度一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める 

 額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有

利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

（繰替運用） 

第４条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方

法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替え

て運用することができる。 

（基金への編入） 

第５条 基金から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するもの

とする。 
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（処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する設置の目的を達成するため、市長が

必要があると認めるときに限り、処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  みんなの尼崎城基金を設置するため、条例制定が必要であることか

ら、本案を提出する。 
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議案第２６号 

   尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例 

 尼崎市職員定数条例（昭和２４年尼崎市条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第１項第１号中「１，９８３人」を「２，０１９人」に、「１

６５人」を「１７４人」に改め、同項第３号中「２８５人」を「２９２

人」に改め、同項第４号中「２４３人」を「２３８人」に改める。 

   付 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  事務事業の執行体制の整備等による職員定数の増員等を行うため、

条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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（参 考） 

  職員定数新旧対照表 

区 分 改 正 現 行 増 減 

市長の事務部局の職員 

［うち、尼崎市福祉事務

所の職員］ 

２，０１９人 

［１７４人］ 

１，９８３人 

［１６５人］ 

 ３６人 

［９人］ 

教育委員会及びその所管

に属する学校その他の教

育機関の事務部局の職員 

２９２人 ２８５人 ７人 

教育委員会の所管に属す

る学校の校長及び教員 
２３８人 ２４３人 △５人 
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議案第２７号 

   尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例 

 尼崎市事務分掌条例（昭和４２年尼崎市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１条秘書室の項に次の１号を加える。 

    広報に関する事項 

 第１条企画財政局の項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号

から第７号までを１号ずつ繰り上げる。 

   付 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  行政需要に即応する体制の確立を図るため、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。 
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議案第２８号 

   尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部 

を改正する条例について 

 尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部 

を改正する条例 

尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和２７年尼

崎市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子（以下「未就学

児」という。）のある」を削り、「当該未就学児」を「その未就学児

（小学校就学の始期に達するまでの子（市規則で定める者を含む。）を

いう。第３項において同じ。）」に改め、同条第２項中「３歳に満たな

い子のある」を削り、「当該子」を「その３歳に満たない子（市規則で

定める者を含む。）」に改め、同条第３項中「未就学児のある」を削り、

「当該未就学児」を「その未就学児」に改め、同条第４項中「第１項及

び前項の規定は、」を「前各項の規定は、職員が」に、「職員に」を

「場合に」に改め、同項後段を次のように改める。 

この場合において、第１項中「職員（市規則で定める職員を除

く。）」とあるのは「職員」と、第２項中「当該職員の業務を処理す

るための措置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の

運営に支障がある」と読み替えるものとする。 

第７条第２項中「及び第１９条」を「から第２０条まで」に改める。 

第１２条の４中「任命権者は、」の次に「男性職員の」を、「おい

て、」の次に「当該男性職員が、」を加え、「未就学児（配偶者の子を

含む。第１３条の２において同じ。）を養育する男性職員がこれらの子

の養育をする」を「当該子以外の当該男性職員の子（市規則で定める者

を含む。）で小学校就学の始期に達するまでのものを養育する」に改め
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る。 

第１３条第１項中「子」の次に「（市規則で定める者を含む。）」を

加える。 

第１３条の２中「児童（」の次に「職員の子（市規則で定める者を含

む。）で、」を加え、「者を」を「ものを」に改める。 

第１９条第１項中「職員が」を「職員に係る要介護者の各々が介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６

月を超えない範囲内で当該職員の申出に基づき任命権者が指定する期間

（以下「指定期間」という。）内において、当該職員が、当該」に改め、

同条第２項中「第１３条の３に規定する者の各々が同条に規定する介護

を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する６月の期間」を「指定

期間」に改める。 

第２０条の見出しを「（委任）」に改め、同条中「外、」を「ほか、

この条例の施行について」に改め、同条を第２１条とし、第１９条の次

に次の１条を加える。 

（介護時間） 

第２０条 任命権者は、職員に係る要介護者の各々が介護を必要とする

一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者につい

て前条第１項の規定により指定期間が設けられている場合における当

該指定期間と重複する期間を除く。）内において、当該職員が、当該

要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の一部につき勤務しない

ことが相当であると認められる場合においては、その請求により、１

日につき２時間を超えない範囲内で必要と認められる時間の介護時間

を与える。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、付則第４

項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２９年１月１日から同年３月３１日までの間（以下「特定期間」
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という。）においてこの条例による改正前の尼崎市職員の勤務時間そ

の他の勤務条件に関する条例（以下「改正前の条例」という。）第１

９条第１項の規定により職員に与えられた介護休暇（次項の規定によ

り介護時間とみなされたものを除く。）は、この条例による改正後の

尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例（以下「改正後

の条例」という。）第１９条第１項の規定により与えられた介護休暇

とみなして、同条の規定を適用する。この場合において、当該介護休

暇に係る指定期間（同項に規定する指定期間をいう。）は、任命権者

が、市長が別に定めるところにより、当該職員の申出に基づき指定す

るものとする。 

３ 特定期間において改正前の条例第１９条第１項の規定により職員に

与えられた介護休暇（１日のうち２時間を超えない範囲内のもので、

当該職員の申出に基づき任命権者が指定するものに限る。）は、改正

後の条例第２０条の規定により与えられた介護時間とみなして、同条

の規定を適用する。 

（準備行為） 

４ 改正後の条例第５条第４項において読み替えて準用する同条第２項

の規定による超過勤務の制限の請求、改正後の条例第１９条第１項に

規定する申出及び同項の規定による介護休暇の承認の請求、改正後の

条例第２０条の規定による介護時間の承認の請求、付則第２項の申出

及び同項の規定による指定並びに前項の申出及び同項の規定による指

定は、この条例の施行前においても行うことができる。 

 

 

 

（説 明） 

人事院勧告等を踏まえた国家公務員に係る規定内容に準じた勤務条

件とするため、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第２９号 

   尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につい 

   て 

 尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

尼崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年尼崎市条例第２４号）を

次のように改正する。 

第９条第１項中「勤務成績の評定」を「人事評価」に改め、同条第２

項中「相当するもの」の次に「として市規則で定めるもの」を加える。 

第１２条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、次項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当す

る扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、父母等」という。）に係る

扶養手当は、行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が８級であ

るもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその等級がこれ

に相当するものとして市規則で定めるもの（以下「８級職員」とい

う。）に対しては、支給しない。 

第１２条第２項第２号中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号と

し、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号

を加える。 

  ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

第１２条第３項を次のように改める。 

３ 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者、父母等については１人に

つき６，５００円（行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が７

級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその等級

がこれに相当するものとして市規則で定めるもの（以下「７級職員」

という。）にあっては、３，５００円）、前項第２号に該当する扶養

親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人につき１０，
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０００円とする。 

第１２条第５項中「がある場合又は職員に次の各号のいずれかに該当

する」を「（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）がある場

合、８級職員から８級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶

者、父母等がある場合又は職員に次のいずれかに掲げる」に、「その旨

（新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に第１号に該当

する事実が生じた場合において、その職員に配偶者がないときは、その

旨を含む。）」を「、その旨」に改め、同項第１号中「としての」を

「たる」に改め、「場合」の次に「（８級職員に扶養親族たる配偶者、

父母等たる要件を具備するに至った者がある場合を除く。）」を加え、

同項第２号中「としての」を「たる」に、「第２項第２号又は第４号」

を「扶養親族たる子又は第２項第３号若しくは第５号」に改め、「至っ

た場合」の次に「及び８級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件

を欠くに至った者がある場合」を加え、同項第３号及び第４号を削り、

同条第６項中「に扶養親族」の次に「（８級職員にあっては、扶養親族

たる子に限る。）」を加え、「扶養親族がない職員に前項第１号」を

「８級職員から８級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、

父母等がある場合においてその職員に扶養親族たる子で前項の規定によ

る届出に係るものがないときはその職員が８級職員以外の職員となった

日、職員に扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）

で同項の規定による届出に係るものがない場合においてその職員に同項

第１号」に、「生じた場合においては」を「生じたときは」に改め、

「死亡した日」の次に「、８級職員以外の職員から８級職員となった職

員に扶養親族たる配偶者、父母等で同項の規定による届出に係るものが

ある場合においてその職員に扶養親族たる子で同項の規定による届出に

係るものがないときはその職員が８級職員となった日」を、「の扶養親

族」の次に「（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）」を加

え、「すべて」を「全て」に改め、同条第７項を次のように改める。 

７ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合におい

ては、その事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であ
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るときは、その日の属する月）からその支給額を改定する。前項ただ

し書の規定は、第１号又は第３号に掲げる事実が生じた場合における

扶養手当の支給額の改定について準用する。 

  扶養手当を受けている職員に更に第５項第１号に掲げる事実が生

じた場合 

  扶養手当を受けている職員の扶養親族（８級職員にあっては、扶

養親族たる子に限る。）で第５項の規定による届出に係るものの一

部が扶養親族たる要件を欠くに至った場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親族たる子で第５項の規定

による届出に係るものがある８級職員が８級職員以外の職員となっ

た場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の規定による届出に係るも

のがある７級職員が７級職員及び８級職員以外の職員となった場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の規定による届出に係るも

の及び扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るものがある職

員で８級職員以外のものが８級職員となった場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の規定による届出に係るも

のがある職員で７級職員及び８級職員以外のものが７級職員となっ

た場合 

  職員の扶養親族たる子で第５項の規定による届出に係るもののう

ち特定期間にある子でなかった者が特定期間にある子となった場合  

第１４条第１項中「つき、」を「つき」に、「場合及び」を「場合、」

に、「場合を」を「場合及び同条例第２０条の規定により介護時間を与

えられた場合を」に、「第１８条第１項」を「、第１８条第１項」に改

める。 

第２１条の５第１項中「２５０，６００円」を「３０８，０００円」

に改める。 

別表第３備考を次のように改める。 

備考 この表は、消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士長及び

消防士の階級にある職員に適用する。 
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別表第１０ア、同表イ、同表ウ、同表エ、同表オ、同表カ及び同表キ

中「昇格した」を「昇格をした」に、「職務の級」を「等級」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間は、この条

例による改正後の尼崎市職員の給与に関する条例（以下「改正後の条

例」という。）第１２条第１項ただし書及び第７項第３号から第６号

までの規定は適用せず、同条第３項及び第５項から第７項までの規定

の適用については、同条第３項中「扶養親族たる配偶者、父母等につ

いては１人につき６，５００円（行政職給料表の適用を受ける職員で

その等級が７級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職

員でその等級がこれに相当するものとして市規則で定めるもの（以下

「７級職員」という。）にあっては、３，５００円）、前項第２号に

該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１

人につき１０，０００円」とあるのは「前項第１号に該当する扶養親

族（以下「扶養親族たる配偶者」という。）については１０，０００

円、同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」とい

う。）については１人につき８，０００円（職員に配偶者がない場合

にあっては、そのうち１人については１０，０００円）、同項第３号

から第６号までのいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親族たる

父母等」という。）については１人につき６，５００円（職員に配偶

者及び扶養親族たる子がない場合にあっては、そのうち１人について

は９，０００円）」と、同条第５項中「扶養親族（８級職員にあって

は、扶養親族たる子に限る。）がある場合、８級職員から８級職員以

外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは

「扶養親族」と、「次」とあるのは「次の各号」と、「その旨」とあ

るのは「その旨（新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職

員に第１号に掲げる事実が生じた場合において、その職員に配偶者が
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ないときは、その旨を含む。）」と、同項第１号中「場合（８級職員

に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を具備するに至った者がある

場合を除く。）」とあるのは「場合」と、同項中 

「  扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族た 

る子又は第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、 

２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経過により、扶養 

親族たる要件を欠くに至った場合及び８級職員に扶養親族たる 

配偶者、父母等たる要件を欠くに至った者がある場合を除く。                         

）                           」 

とあるのは 

「  扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族た 

る子又は第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、 

２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経過により、扶養 

親族たる要件を欠くに至った場合を除く。） 

    扶養親族たる子又は扶養親族たる父母等がある職員が配偶者 

のない職員となった場合（前号に該当する場合を除く。） 

  扶養親族たる子又は扶養親族たる父母等がある職員が配偶者 

を有するに至った場合（第１号に該当する場合を除く。）  」 

と、同条第６項中「扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子

に限る。）」とあるのは「扶養親族」と、「なった日、８級職員から

８級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等があ

る場合においてその職員に扶養親族たる子で前項の規定による届出に

係るものがないときはその職員が８級職員以外の職員となった日」と

あるのは「なった日」と、「同項の規定による届出に係るものがない

場合」とあるのは「前項の規定による届出に係るものがない場合」と、

「死亡した日、８級職員以外の職員から８級職員となった職員に扶養

親族たる配偶者、父母等で同項の規定による届出に係るものがある場

合においてその職員に扶養親族たる子で同項の規定による届出に係る

ものがないときはその職員が８級職員となった日」とあるのは「死亡

した日」と、同条第７項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第１
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号、第２号若しくは第７号」と、「においては、その」とあるのは

「又は扶養手当を受けている職員について第５項第３号若しくは第４

号に掲げる事実が生じた場合においては、これらの」と、「その日が」

とあるのは「これらの日が」と、「第１号又は第３号」とあるのは

「第１号」と、「の改定」とあるのは「の改定（扶養親族たる子で第

５項の規定による届出に係るものがある職員で配偶者のないものが扶

養親族たる配偶者を有するに至った場合における当該扶養親族たる子

に係る扶養手当の支給額の改定並びに扶養親族たる父母等で同項の規

定による届出に係るものがある職員であって配偶者及び扶養親族たる

子で同項の規定による届出に係るもののないものが扶養親族たる配偶

者又は扶養親族たる子を有するに至った場合の当該扶養親族たる父母

等に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）、扶養手当を受けている

職員のうち扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るものがある

職員が配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる子に

係る扶養手当の支給額の改定及び扶養手当を受けている職員のうち扶

養親族たる父母等で同項の規定による届出に係るものがある職員であ

って扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るもののないものが

配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる父母等に係

る扶養手当の支給額の改定」と、同項第２号中「扶養親族（８級職員

にあっては、扶養親族たる子に限る。）」とあるのは「扶養親族」と

する。 

３ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間は、改正後

の条例第１２条第１項ただし書及び第７項第３号から第６号までの規

定は適用せず、同条第３項及び第５項から第７項までの規定の適用に

ついては、同条第３項中「扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは

「前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親

族」と、「（行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が７級であ

るもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその等級がこれ

に相当するものとして市規則で定めるもの（以下「７級職員」とい

う。）にあっては、３，５００円）、前項第２号」とあるのは「、同
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項第２号」と、同条第５項中「扶養親族（８級職員にあっては、扶養

親族たる子に限る。）がある場合、８級職員から８級職員以外の職員

となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは「扶養親族」

と、同項第１号中「場合（８級職員に扶養親族たる配偶者、父母等た

る要件を具備するに至った者がある場合を除く。）」とあり、及び同

項第２号中「場合及び８級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要

件を欠くに至った者がある場合」とあるのは「場合」と、同条第６項

中「扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）」と

あるのは「扶養親族」と、「なった日、８級職員から８級職員以外の

職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合において

その職員に扶養親族たる子で前項の規定による届出に係るものがない

ときはその職員が８級職員以外の職員となった日」とあるのは「なっ

た日」と、「同項の規定による届出に係るものがない場合」とあるの

は「前項の規定による届出に係るものがない場合」と、「死亡した日、

８級職員以外の職員から８級職員となった職員に扶養親族たる配偶者、

父母等で同項の規定による届出に係るものがある場合においてその職

員に扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るものがないときは

その職員が８級職員となった日」とあるのは「死亡した日」と、同条

第７項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第１号、第２号又は第

７号」と、「第１号又は第３号」とあるのは「第１号」と、同項第２

号中「扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）」

とあるのは「扶養親族」とする。 

４ 平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの間は、改正後

の条例第１２条第１項ただし書並びに第７項第３号及び第５号の規定

は適用せず、同条第３項及び第５項から第７項までの規定の適用につ

いては、同条第３項中「扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは

「前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親

族（以下「扶養親族たる配偶者、父母等」という。）」と、「７級職

員」という。）」とあるのは「７級職員」という。）及び８級職員」

と、「前項第２号」とあるのは「同項第２号」と、同条第５項中「扶
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養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）がある場合、

８級職員から８級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、

父母等」とあるのは「扶養親族」と、同項第１号中「場合（８級職員

に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を具備するに至った者がある

場合を除く。）」とあり、及び同項第２号中「場合及び８級職員に扶

養親族たる配偶者、父母等たる要件を欠くに至った者がある場合」と

あるのは「場合」と、同条第６項中「扶養親族（８級職員にあっては、

扶養親族たる子に限る。）」とあるのは「扶養親族」と、「なった日、

８級職員から８級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、

父母等がある場合においてその職員に扶養親族たる子で前項の規定に

よる届出に係るものがないときはその職員が８級職員以外の職員とな

った日」とあるのは「なった日」と、「同項の規定による届出に係る

ものがない場合」とあるのは「前項の規定による届出に係るものがな

い場合」と、「死亡した日、８級職員以外の職員から８級職員となっ

た職員に扶養親族たる配偶者、父母等で同項の規定による届出に係る

ものがある場合においてその職員に扶養親族たる子で同項の規定によ

る届出に係るものがないときはその職員が８級職員となった日」とあ

るのは「死亡した日」と、同条第７項中「次の各号のいずれか」とあ

るのは「第１号、第２号、第４号、第６号又は第７号」と、「第１号

又は第３号」とあるのは「第１号」と、同項第２号中「扶養親族（８

級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）」とあるのは「扶養親

族」と、同項第４号中「７級職員が」とあるのは「７級職員及び８級

職員が」と、同項第６号中「が７級職員」とあるのは「が７級職員又

は８級職員」とする。 

 

 

 

（説 明） 

職員の給与制度を改正するため、条例改正が必要であることから、

本案を提出する。 



議30 

議案第３０号 

   尼崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

について 

 尼崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

尼崎市職員の育児休業等に関する条例（平成４年尼崎市条例第１７号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条の２を第２条の３とし、第２条の次に次の１条を加える。 

（法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 法第２条第１項の条例で定める者は、児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により、同法第６

条の４第１号に規定する養育里親である職員（その養育する児童の親

その他の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の

規定により、同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として当

該児童の養育を受託することができない職員に限る。）にその養育が

委託されている当該児童とする。 

第３条第１号中「若しくは」を「又は」に、「死亡し、又は養子縁組

等により当該職員と別居する」を「次のいずれかに該当する」に改め、

同号にア及びイとして次のように加える。 

ア 死亡した場合 

イ 養子縁組等により当該職員と別居することとなった場合 

第３条第２号中「死亡し、又は養子縁組等により当該職員と別居する」

を「次のいずれかに該当する」に改め、同号にア及びイとして次のよう

に加える。 

ア 前号ア又はイに掲げる場合 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規

定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組
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の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しな

いまま児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置が解除

された場合 

第１０条第１号中「若しくは」を「又は」に、「死亡し、又は養子縁

組等により当該育児短時間勤務職員と別居する」を「第３条第１号ア又

はイのいずれかに該当する」に改め、同条第２号中「死亡し、又は養子

縁組等により当該育児短時間勤務職員と別居する」を「第３条第２号ア

又はイのいずれかに該当する」に改める。 

第１６条第１項中「職員」の次に「及び勤務条件条例第２０条の規定

により介護時間を与えられている職員」を加え、「当該育児時間」を

「その与えられている育児時間又は介護時間の時間（育児時間及び介護

時間を与えられている場合は、これらの時間の合計時間（当該合計時間

が２時間を超えるときは、２時間））」に改める。 

   付 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部を改正する法

律（平成２８年法律第９５号）の施行に伴い、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。 



議31 

議案第３１号 

   尼崎市市税条例及び尼崎市市税条例等の一部を改正する条例 

の一部を改正する条例について 

尼崎市市税条例及び尼崎市市税条例等の一部を改正する条例の一部を

改正する条例を次のように制定する。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市市税条例及び尼崎市市税条例等の一部を改正する条例 

の一部を改正する条例 

（尼崎市市税条例の一部改正） 

第１条 尼崎市市税条例（昭和２５年尼崎市条例第６１号）の一部を次

のように改正する。 

  附則第２２項中「平成４１年度」を「平成４３年度」に、「平成３

１年」を「平成３３年」に改め、附則第３５項中「左欄に掲げる」の

次に「同条の」を加え、同項の表中「第６２条第２号イ」を「第２号

イ」に、「第６２条第２号ウ」を「第２号ウ」に改め、附則第３６項

中「平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日」を「平成２８年

４月１日から平成２９年３月３１日」に、「平成２８年度分」を「平

成２９年度分」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同条の」を加え、

同項の表中「第６２条第２号イ」を「第２号イ」に、「第６２条第２

号ウ」を「第２号ウ」に改め、附則第３７項中「平成２８年度分」を

「平成２９年度分」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同条の」を加

え、同項の表中「第６２条第２号イ」を「第２号イ」に、「第６２条

第２号ウ」を「第２号ウ」に改め、附則第３８項中「平成２８年度分」

を「平成２９年度分」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同条の」を

加え、同項の表中「第６２条第２号イ」を「第２号イ」に、「第６２

条第２号ウ」を「第２号ウ」に改める。 

（尼崎市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 尼崎市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年尼崎市条

例第４８号）の一部を次のように改正する。 
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  付則第１項第２号及び第５項中「平成２９年４月１日」を「平成３

１年１０月１日」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中尼崎市市税

条例附則第３５項から第３８項までの改正規定及び次項の規定は、平

成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正前の尼崎市市税条例附則第３６項から第３

８項までに規定する軽自動車に対する平成２８年度分の軽自動車税に

ついては、なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

  社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため

の地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正す

る法律（平成２８年法律第８６号）の施行等に伴い、条例改正が必要

であることから、本案を提出する。 



 

議32 

議案第３２号 

尼崎市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部を改正す 

る条例について 

 尼崎市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

尼崎市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部を改正す 

る条例 

尼崎市立幼稚園の設置及び管理に関する条例（昭和３９年尼崎市条例

第２６号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項中「おける１日における教育課程」を「おいて、教育課

程に係る教育が行われる日（以下「通常教育実施日」という。）におけ

る当該教育」に改め、「定めるもの」の次に「及び通常教育実施日以外

の日（休園日を除く。以下同じ。）における教育委員会が別に定める時

間帯」を加える。 

第８条第２項中「につき」の次に「、通常教育実施日にあっては」を、

「２００円）」の次に「、通常教育実施日以外の日にあっては８００

円」を加える。 

付 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  市立幼稚園における子育て支援のさらなる充実を目的に、一時預か

り保育を長期休業日へ拡充するため、条例改正が必要であることから、

本案を提出する。 





議33 

議案第３３号 

   尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例 

第１条 尼崎市介護保険条例（平成１２年尼崎市条例第２２号）の一部

を次のように改正する。 

  第２２条を第２４条とし、第２１条を第２３条とする。 

第２０条中「第１６条」を「第１８条」に改め、同条を第２２条と

し、第１６条から第１９条までを２条ずつ繰り下げる。 

  第１５条第１項中「第１２条」を「第１３条」に改め、同条を第１

７条とする。 

  第１４条の見出し中「介護老人福祉施設」を「指定介護老人福祉施

設」に改め、同条中「介護老人福祉施設」を「指定介護老人福祉施

設」に、「、同条第２項」を「又は同条第２項」に改め、「又は健康

保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１

３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同

法第２６条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第１０

７条の２第４項において準用する旧法第１０７条第１項の規定による

介護療養型医療施設の指定の更新を受けようとする者」を削り、同条

を第１５条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（指定事業者の指定申請手数料等） 

第１６条 法第１１５条の４５の５第１項の規定による指定事業者の

指定を受けようとする者又は法第１１５条の４５の６第４項におい

て準用する法第１１５条の４５の５第１項の規定による指定事業者

の指定の更新を受けようとする者は、指定事業者の指定又はその更

新の申請の際、別表第４に定める手数料を納付しなければならない。 

第１３条の見出し中「地域密着型サービス事業者」を「指定地域密

着型サービス事業者」に改め、同条中「地域密着型サービス事業者」
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を「指定地域密着型サービス事業者」に、「地域密着型介護予防サー

ビス事業者」を「指定地域密着型介護予防サービス事業者」に改め、

同条を第１４条とする。 

第１２条の見出し中「居宅サービス事業者」を「指定居宅サービス

事業者」に改め、同条中「居宅サービス事業者」を「指定居宅サービ

ス事業者」に、「居宅介護支援事業者」を「指定居宅介護支援事業

者」に、「介護予防サービス事業者」を「指定介護予防サービス事業

者」に改め、同条を第１３条とする。 

第１１条を第１２条とし、第７条から第１０条までを１条ずつ繰り

下げる。 

第６条第２項中「第４条」を「第５条」に改め、同条第４項中「第

４条第６号イ」を「第５条第６号イ」に改め、同項第２号中「第４

条」を「第５条」に改め、同条を第７条とする。 

第５条第１項中「（法第１３１条に規定する普通徴収をいう。以下

同じ。）」を削り、同条を第６条とする。 

第４条中「（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以

下同じ。）」を削り、同条を第５条とする。 

第３条中「（法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常

生活支援総合事業をいう。以下同じ。）及び同条第２項各号」を「及

び法第１１５条の４５第２項各号」に改め、同条を第４条とする。 

第２条中「介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「」及び

「」という。）」を削り、同条を第３条とし、第１条の次に次の１条

を加える。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）における用語の意義による。 

付則第３項中「法第８条の２第２項に規定する」を削り、「第３

条」を「第４条」に、「（法第１１５条の４５第１項に規定する介護

予防・日常生活支援総合事業をいう。以下同じ。）及び同条第２項各

号」を「及び法第１１５条の４５第２項各号」に改め、付則第１５項
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の見出し中「及び平成２８年度」を「から平成２９年度まで」に改め、

同項中「第４条第１号」を「第５条第１号」に、「及び平成２８年

度」を「から平成２９年度まで」に改め、付則第１６項中「第１１条

第１項」を「第１２条第１項」に改める。 

別表第１第１項及び第２項中「居宅サービス事業者」を「指定居宅

サービス事業者」に改め、同表第３項及び第４項中「居宅介護支援事

業者」を「指定居宅介護支援事業者」に改め、同表第５項及び第６項

中「介護予防サービス事業者」を「指定介護予防サービス事業者」に

改め、同表備考を削る。 

別表第２第１項及び第２項中「地域密着型サービス事業者」を「指

定地域密着型サービス事業者」に改め、同表第３項及び第４項中「地

域密着型介護予防サービス事業者」を「指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者」に改め、同表備考を削る。 

別表第３第１項及び第２項中「介護老人福祉施設」を「指定介護老

人福祉施設」に改め、同表第６項を削り、同表の次に次の１表を加え

る。 

別表第４ 

種別 手数料 

１ 指定事業者の指定申請手数料 第１号事業の種類１件につ

き １４，０００円 

２ 指定事業者の指定更新申請手数 

 料 

第１号事業の種類１件につ

き ７，０００円 

第２条 尼崎市介護保険条例の一部を次のように改正する。 

第３条の見出しを「（尼崎市介護認定審査会の委員の定数等）」に

改め、同条中「尼崎市介護認定審査会」の次に「（以下「認定審査

会」という。）」を加え、「１８０人」を「２００人」に改め、同条

に次の１項を加える。 

２ 認定審査会の委員の任期は、３年とする。 

付 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次に掲げる規定は、

当該号に定める日から施行する。 

   第１条中第１４条を第１５条とし、同条の次に１条を加える改正

規定（第１４条を第１５条とする部分を除く。）及び別表第３の

次に１表を加える改正規定並びに次項及び付則第３項の規定 公

布の日の翌日 

   第２条の規定 平成２９年４月１日 

（経過措置） 

２ 次の各号に掲げる者で、当該各号に定める指定事業者の指定（介護

保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条

の４５の５第１項に規定する指定事業者の指定をいう。以下同じ。）

を受けようとするものは、当該指定事業者の指定に係る事業所につい

ての初回の当該指定事業者の指定の申請に限り、第１条の規定による

改正後の尼崎市介護保険条例（以下「改正後の条例」という。）第１

６条の規定にかかわらず、当該申請に係る手数料を納付することを要

しない。  

  平成２９年４月１日（以下「基準日」という。）の前日から引き

続き指定介護予防サービス事業者（地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成

２６年法律第８３号。以下「医療介護総合確保推進法」という。）

附則第１１条の規定によりなおその効力を有することとされる医療

介護総合確保推進法第５条の規定（医療介護総合確保推進法附則第

１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による改正前の法（以下

「旧法」という。）第５３条第１項に規定する指定介護予防サービ

ス事業者をいう。以下同じ。）の指定（旧法第８条の２第２項に規

定する介護予防訪問介護（以下「旧介護予防訪問介護」という。）

に係るものに限る。以下「旧予防訪問介護指定」という。）を受け

ている者（医療介護総合確保推進法附則第１３条の規定により第１

号訪問事業（法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号
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訪問事業をいう。以下同じ。）に係る指定事業者の指定を受けたも

のとみなされた者を除く。） 当該旧予防訪問介護指定に係る事業

所についての指定事業者の指定（第１号訪問事業に係るもので、当

該指定事業者の指定の有効期間の初日が当該旧予防訪問介護指定の

有効期間の末日の翌日までの間にあるものに限る。）  

  基準日の前日から引き続き旧予防訪問介護指定を受けている者

（前号に該当する者を除く。） 当該旧予防訪問介護指定に係る事

業所についての指定事業者の指定（第１号訪問事業（旧介護予防訪

問介護に相当するものを除く。）に係るもので、当該指定事業者の

指定の有効期間の初日が当該旧予防訪問介護指定の有効期間の末日

の翌日までの間にあるものに限る。）  

  基準日の前日から引き続き指定介護予防サービス事業者の指定

（旧法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護に係るものに

限る。以下「旧予防通所介護指定」という。）を受けている者（医

療介護総合確保推進法附則第１３条の規定により第１号通所事業

（法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業を

いう。以下同じ。）に係る指定事業者の指定を受けたものとみなさ

れた者を除く。） 当該旧予防通所介護指定に係る事業所について

の指定事業者の指定（第１号通所事業に係るもので、当該指定事業

者の指定の有効期間の初日が当該旧予防通所介護指定の有効期間の

末日の翌日までの間にあるものに限る。）  

３ 医療介護総合確保推進法附則第１３条の規定により第１号訪問事業

又は第１号通所事業に係る指定事業者の指定を受けたものとみなされ

た者で、当該指定事業者の指定の更新を受けようとするものは、当該

更新に係る事業所についての初回の当該更新の申請に限り、改正後の

条例第１６条の規定にかかわらず、当該申請に係る手数料を納付する

ことを要しない。  
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（説 明）  

  介護保険法施行令の一部を改正する政令（平成２７年政令第４２５

号）の施行及び第１号事業に係る指定申請手数料を規定することなど

により、条例改正が必要であることから、本案を提出する。  



議34 

議案第３４号 

   尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

について 

 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

尼崎市福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年尼崎市条例第２７

号）の一部を次のように改正する。 

 第１条及び第２条第１号中「老人」を「高齢期移行者」に改める。 

 第３条第１項第１号中「老人」を「高齢期移行者」に改め、同号にウ

として次のように加える。 

  ウ 所得を有しない者以外の者にあっては、要介護認定等に係る介

護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成１

１年厚生省令第５８号）第１条第１項第２号から第５号までに掲

げる要介護状態区分（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第

７条第１項に規定する要介護状態区分をいう。）のいずれかに該

当する旨の要介護認定（同法第１９条第１項に規定する要介護認

定をいう。）を受けていること。 

第３条第２項及び第４項並びに第４条第１項第１号、第５項及び第６

項中「老人」を「高齢期移行者」に改める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市福祉医療費の助成に関する条例第３

条第１項第１号の規定は、この条例の施行の日以後に６５歳に達する

者について適用し、同日前に６５歳に達した者については、なお従前

の例による。 
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（説 明） 

兵庫県の福祉医療費助成事業の見直しに伴い、条例改正が必要であ

ることから、本案を提出する。 



議35 

議案第３５号 

   尼崎市障害者介護給付費等審査会条例について 

 尼崎市障害者介護給付費等審査会条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市障害者介護給付費等審査会条例 

尼崎市障害者介護給付費等の支給に関する審査会の委員の定数を定め

る条例（平成１８年尼崎市条例第１４号）の全部を改正する。 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）及び障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第

１０号）に定めるもののほか、同法第１５条の規定により設置される

尼崎市障害者介護給付費等審査会（以下「審査会」という。）の組織

及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審査会は、委員４０人以内で組織する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、審査会の組織及び運営について

必要な事項は、規則で定める。 

   付 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行

令の一部を改正する政令（平成２７年政令第４２６号）の施行に伴い、
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条例改正が必要であることから、本案を提出する。 



議36 

議案第３６号 

   尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

尼崎市国民健康保険条例（昭和３４年尼崎市条例第８号）の一部を次

のように改正する。 

第１条の３第１号中「情緒障害児短期治療施設」を「児童心理治療施

設」に、「第６条の４第１項」を「第６条の４」に改める。 

第１２条第１項中「上場株式等に係る配当所得の金額」を「上場株式

等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第

１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」に、「に該

当する」を「の適用がある」に、「附則第３５条の２第６項」を「附則

第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同

法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）、同法附則第３５条の２の２第５項」に、「株式等に係る譲渡

所得等の金額」を「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」に、「附則第

３５条の２の６第１１項若しくは第１５項又は第３５条の３第１１項」

を「附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは

第１５項」に改め、「附則第３５条の４の２第７項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）」の次に「、外国居住者等の所得に対す

る相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号。以下「外国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２

項（外国居住者等所得相互免除法第１２条第５項及び第１６条第２項に

おいて準用する場合を含む。第１９条の２第１項第１号において同

じ。）に規定する特例適用利子等の額、外国居住者等所得相互免除法第

８条第４項（外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項及び第１６条

第３項において準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する

特例適用配当等の額」を加える。 
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 第１５条の３中「５２０，０００円」を「５４０，０００円」に改め

る。 

 第１５条の３の１０中「１７０，０００円」を「１９０，０００円」

に改める。 

 第１９条の２第１項中「５２０，０００円」を「５４０，０００円」

に改め、同項第１号中「また」を削り、「上場株式等に係る配当所得の

金額」を「上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２

の６第１１項又は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）」に、「附則第３５条の２第６項」を「附則第３５条の２第５項

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３

第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則

第３５条の２の２第５項」に、「株式等に係る譲渡所得等の金額」を

「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」に、「附則第３５条の２の６第

１１項若しくは第１５項又は第３５条の３第１１項」を「附則第３５条

の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項」に改め、

「附則第３５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）」の次に「、外国居住者等所得相互免除法第８条第２項に規

定する特例適用利子等の額、同条第４項に規定する特例適用配当等の

額」を加え、同条第３項中「５２０，０００円」を「５４０，０００

円」に、「１７０，０００円」を「１９０，０００円」に改め、同条第

４項中「５２０，０００円」を「５４０，０００円」に改める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第１２条

第１項及び第１９条の２第１項第１号の改正規定並びに次項及び付則

第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 次項に規定するものを除き、この条例による改正後の尼崎市国民健

康保険条例第１２条第１項、第１５条の３、第１５条の３の１０及び

第１９条の２第１項（同条第３項及び第４項において読み替えて準用
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する場合を含む。）の規定は、平成２９年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、平成２８年度分までの保険料については、なお従前の

例による。 

３ この条例（第１２条第１項の改正規定（「附則第３５条の４の２第

７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」の次に「、

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律（昭和３７年法律第１４４号。以下「外国居住者等所得相互

免除法」という。）第８条第２項（外国居住者等所得相互免除法第１

２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含む。第１９

条の２第１項第１号において同じ。）に規定する特例適用利子等の額、

外国居住者等所得相互免除法第８条第４項（外国居住者等所得相互免

除法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。

同号において同じ。）に規定する特例適用配当等の額」を加える部分

に限る。）及び第１９条の２第１項第１号の改正規定（「附則第３５

条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）」の次に「、外国居住者等所得相互免除法第８条第２項に規定す

る特例適用利子等の額、同条第４項に規定する特例適用配当等の額」

を加える部分に限る。）に限る。）による改正後の尼崎市国民健康保

険条例第１２条第１項及び第１９条の２第１項（同条第３項及び第４

項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定は、平成３０年

度以後の年度分の保険料について適用し、平成２９年度分までの保険

料については、なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

  国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（平成２８年政令第３

３号）の施行等に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出

する。 





 

議37 

議案第３７号 

尼崎市農業委員会の委員の定数を定める条例について  

尼崎市農業委員会の委員の定数を定める条例を次のように制定する。  

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市農業委員会の委員の定数を定める条例  

 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第３条第１項

の規定により設置される尼崎市農業委員会の委員の定数は、１４人とす

る。  

  付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（尼崎市農業委員会の選挙による委員の定数条例の廃止）  

２ 尼崎市農業委員会の選挙による委員の定数条例（昭和２９年尼崎市

条例第８号）は、廃止する。  

 

 

 

（説 明）  

  農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６

３号）の施行に伴い、条例制定が必要であることから、本案を提出す

る。  
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議案第３８号 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例に 

ついて 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例（平成１２年尼崎市条例第３０

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第４号中「第７号」の次に「又は第７号の２のいずれ

か」を加え、同項第７号中「検査」の次に「（次号に該当するものを除

く。）」を加え、同号の次に次の１号を加える。 

 の２  建築基準法第７条第４項又は第１８条第１７項の規定に基づ

く建築物（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成

２７年法律第５３号。以下「建築物省エネ法」という。）第１２条

第１項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下この

号、第７１号の２及び第７１号の３において「省エネ判定」とい

う。）を受けた部分を含むものに限る。）に関する完了の検査 第

４号又は前号に定める額に、省エネ判定を受けた建築物の部分につ

いて、次に掲げる床面積の合計の区分に応じそれぞれアからオまで

に定める額を加算して得た額 

ア ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の 

もの １件 ８５，０００円 

イ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

のもの １件 １３４，０００円 

ウ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未 

満のもの １件 １６９，０００円 

エ ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未 

満のもの １件 ２１１，０００円 
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オ ５０，０００平方メートル以上のもの １件 ２９６，００ 

０円 

第２条第１項第３９号の３中「と併せて行う申請に係る」を「のあっ

た」に改め、同項第５９号中「次号から第６０号まで」を「次号ア、第

５９号の３、第６０号」に改め、「の申請」の次に「（アからウまで及

び次号から第５９号の４までにおいて「認定申請」という。）」を加え、

同号ア中「適合証」という。）」の次に「の写し」を加え、「当該申

請」を「当該認定申請」に改め、同号イ中「同じ。）」の次に「の写

し」を加え、「当該申請」を「当該認定申請」に改め、同号ウ中「適合

証」及び「設計住宅性能評価書」の次に「の写し」を加え、「当該申

請」を「当該認定申請」に改め、同項第５９号の２中「計画の認定の申

請」を「認定申請」に改め、同号ア中「適合証」の次に「の写し」を加

え、「当該申請」を「当該認定申請」に、「認定の申請」を「認定申

請」に改め、同号イ中「設計住宅性能評価書」の次に「の写し」を加え、

「当該申請」を「当該認定申請」に改め、同号ウ中「適合証」及び「設

計住宅性能評価書」の次に「の写し」を加え、「当該申請」を「当該認

定申請」に改め、同項第５９号の３中「計画の認定の申請」を「認定申

請」に改め、同号ア及びイ中「適合証」の次に「の写し」を加え、「当

該申請」を「当該認定申請」に改め、同項第５９号の４中「計画の認定

の申請」を「認定申請」に改め、同号ア中「適合証」の次に「の写し」

を加え、「当該申請」を「当該認定申請」に、「認定の申請」を「認定

申請」に改め、同号イ中「適合証」の次に「の写し」を加え、「当該申

請」を「当該認定申請」に改め、同項第６１号中「適合証」の次に「の

写し」を加え、同号ア及びイ中「設計住宅性能評価書」の次に「の写

し」を加え、同項第６１号の２ア及びイ中「設計住宅性能評価書」の次

に「の写し」を加え、同項第６２号ア中「額（」の次に「当該申出のあ

った」を加え、同項第６７号中「以下この号から第６９号まで及び」を

「アからウまで、次号ア及びイ、第６８号アからエまで、第６９号並び

に」に改め、「の申請」の次に「（アからウまで、次号及び第６８号に

おいて「認定申請」という。）」を加え、「、登録住宅性能評価機関
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（イからエまでのいずれかに該当する場合にあっては、建築基準法第７

７条の２１第１項に規定する指定確認検査機関（以下「指定確認検査機

関」という。）であるものに限る。）又はエネルギーの使用の合理化等

に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項に規定する登

録建築物調査機関（業として建築物を設計し、若しくは販売し、若しく

は建築物の販売を代理し、若しくは媒介し、又は建築物を新築する建設

工事を請け負う者に支配されていない者に限る。以下「登録建築物調査

機関」という。）が、新築等計画が低炭素化促進法第５４条第１項第１

号に掲げる基準（以下「低炭素建築物基準」という。）に適合すること

を確認した旨を証する書面その他」を削り、「いるものに限る。」の次

に「アからウまでにおいて同じ。」を加え、「エまでに」を「ウまで

に」に、「アからエまでのうち２以上」及び「その該当するもの」を

「イ及びウ」に改め、同号アからウまでを次のように改める。 

ア 当該認定申請のあった新築等計画が一戸建ての住宅（住宅の

用途に供する部分（イ及びウにおいて「住宅部分」という。）以

外の部分が含まれないものに限る。以下ア、イ及びウ、次号ア、

第６８号ア、第６９号ア、第６９号の２ア並びに第７０号アにお

いて同じ。）に係るものである場合 当該一戸建ての住宅の全体

について、次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

又は(ｲ)に定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの １件 ７，０００円 

(ｲ)  ２００平方メートル以上のもの １件 ７，５００円 

イ 当該認定申請のあった新築等計画の対象に共同住宅等部分 

（一戸建ての住宅以外の建築物の住宅部分をいう。以下イ、次号

イ、第６８号イ、第６９号イ、第６９号の２イ、第７０号イ、第

７０号の２ア及び第７０号の３アにおいて同じ。）が含まれる場

合 当該共同住宅等部分の全体について、次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの １件 １２，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの
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１件 ２８，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ６７，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 １０４，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 １６８，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ２３８，０００円 

(ｷ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 ３７３，００

０円 

ウ 当該認定申請のあった新築等計画の対象に非住宅部分（一戸 

建ての住宅以外の建築物の住宅部分以外の部分をいう。以下ウ、

第６８号ウ及びエ、第６９号ウ、第７０号ウ及びエ、第７０号の

２イ並びに第７０号の３イ及びウにおいて同じ。）が含まれる場

合 当該非住宅部分の全体について、次に掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの １件 １２，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 

１件 ３５，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 １０４，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 １５４，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ２０１，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ２４３，０００円 

(ｷ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 ３５７，００

０円 
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第２条第１項第６７号エを削り、同号の次に次の１号を加える。 

(67)の２ 認定申請（申請書に設計住宅性能評価書（規則で定めるもの

に限る。第６９号の２において「対象設計住宅性能評価書」とい

う。）の写しが添付されているものに限る。ア及びイにおいて同

じ。）に対する審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれア又はイに

定める額 

ア 当該認定申請のあった新築等計画が一戸建ての住宅に係るも

のである場合 当該一戸建ての住宅の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

(ｱ)  ２００平方メートル未満のもの １件 ９，１００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの １件 ９，６００円 

イ 当該認定申請のあった新築等計画の対象に共同住宅等部分が

含まれる場合 当該共同住宅等部分の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ)  ３００平方メートル未満のもの １件 １５，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 

１件 ３０，０００円 

(ｳ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ６９，０００円 

(ｴ） ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 １０６，０００円 

(ｵ） １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 １７０，０００円 

(ｶ） ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ２４０，０００円 

(ｷ） ５０，０００平方メートル以上のもの １件 ３７５，００

０円 

第２条第１項第６８号中「新築等計画の認定の申請（前号に該当する

ものを除く。）」を「認定申請」に改め、「審査」の次に「（前２号の

いずれかに該当するものを除く。）」を加え、「アからエまでのうち２
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以上」を「イ及びウ又はイ及びエ」に、「その該当するもの」を「それ

ぞれイ及びウ又はイ及びエ」に改め、同号アからエまでを次のように改

める。 

ア 当該認定申請のあった新築等計画が一戸建ての住宅に係るも

のである場合 当該一戸建ての住宅の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの １件 ４０，０００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの １件 ４５，０００円 

イ 当該認定申請のあった新築等計画の対象に共同住宅等部分が

含まれる場合 当該共同住宅等部分の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの １件 ７７，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの

１件 １３０，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ２２８，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 ３１８，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ６１７，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 １，０６５，０００円 

(ｷ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 １，９５８，

０００円 

ウ 当該認定申請のあった新築等計画の対象に非住宅部分が含ま

れる場合（当該認定申請が、当該非住宅部分の全体について市長

が別に定める簡易な方法により低炭素化促進法第５４条第１項第

１号に掲げる基準（第７０号ウ及び第７０号の３イにおいて「低

炭素建築物基準」という。）に適合しているかどうかを審査する

ことを求めるものである場合に限る。） 当該非住宅部分の全体
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について、次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの １件 ９６，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 

１件 １６３，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ２７１，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 ３４７，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ４２４，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ４９２，０００円 

(ｷ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 ６５６，００

０円 

エ 当該認定申請のあった新築等計画の対象に非住宅部分が含ま

れる場合（ウに該当する場合を除く。） 当該非住宅部分の全体

について、次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの １件 ２４４，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 

１件 ３９７，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ５７５，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 ７０３，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ８３９，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ９５３，０００円 
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(ｷ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 １，２０９，

０００円 

第２条第１項第６９号中「以下この号から第７１号まで」を「アから

ウまで、次号ア及びイ、第７０号アからエまで、第７０号の２、第７０

号の３アからウまで並びに第７１号」に改め、「認定の申請」の次に

「（アからウまで、次号及び第７０号において「変更認定申請」とい

う。）」を加え、「、登録住宅性能評価機関（イからエまでのいずれか

に該当する場合にあっては、指定確認検査機関であるものに限る。）又

は登録建築物調査機関が、変更後の新築等計画が低炭素建築物基準に適

合することを確認した旨を証する書面その他」を削り、「いるものに限

る。」の次に「アからウまでにおいて同じ。」を加え、「エまでに」を

「ウまでに」に、「アからエまでのうち２以上」及び「その該当するも

の」を「イ及びウ」に改め、同号アからウまでを次のように改める。 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が一戸建ての住宅に係る

ものである場合 当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部分の全

体について、第６７号ア(ｱ)又は(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の対象に共同住宅等部分

が含まれる場合 当該共同住宅等部分の計画変更に係る部分の全

体について、第６７号イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

ウ 当該変更認定申請のあった計画変更の対象に非住宅部分が含

まれる場合 当該非住宅部分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第６７号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

 第２条第１項第６９号エを削り、同号の次に次の１号を加える。 

(69)の２ 変更認定申請（申請書に対象設計住宅性能評価書の写しが添

付されているものに限る。ア及びイにおいて同じ。）に対する審査 

次に掲げる区分に応じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が一戸建ての住宅に係る



議38-9 

ものである場合 当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部分の全

体について、第６７号の２ア(ｱ)又は(ｲ)に掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の対象に共同住宅等部分

が含まれる場合 当該共同住宅等部分の計画変更に係る部分の全

体について、第６７号の２イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

第２条第１項第７０号中「計画変更の認定の申請（前号に該当するも

のを除く。）」を「変更認定申請」に改め、「審査」の次に「（前２号

のいずれかに該当するものを除く。）」を加え、「アからエまでのうち

２以上」を「イ及びウ又はイ及びエ」に、「その該当するもの」を「そ

れぞれイ及びウ又はイ及びエ」に改め、同号アからエまでを次のように

改める。 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が一戸建ての住宅に係る

ものである場合 当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部分の全

体について、第６８号ア(ｱ)又は(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の対象に共同住宅等部分

が含まれる場合 当該共同住宅等部分の計画変更に係る部分の全

体について、第６８号イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

ウ 当該変更認定申請のあった計画変更の対象に非住宅部分が含

まれる場合（当該変更認定申請が、当該非住宅部分の計画変更に

係る部分の全体について市長が別に定める簡易な方法により低炭

素建築物基準に適合しているかどうかを審査することを求めるも

のである場合に限る。） 当該非住宅部分の計画変更に係る部分

の全体について、第６８号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

エ 当該変更認定申請のあった計画変更の対象に非住宅部分が含

まれる場合（ウに該当する場合を除く。） 当該非住宅部分の計
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画変更に係る部分の全体について、第６８号エ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号エ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

 第２条第１項第７０号の次に次の２号を加える。 

(70)の２ 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成２４年国

土交通省令第８６号）第４６条の２の規定に基づく計画変更が同令

第４４条第２号に該当していることを証する書面（ア及びイ並びに

次号アからウまでにおいて「軽微変更該当証明書」という。）の交

付の請求（ア及びイ並びに次号において「交付請求」という。）

（請求書に規則で定める書面が添付されているものに限る。ア及び

イにおいて同じ。）に対する審査 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れア又はイに定める額（ア及びイに該当するときは、ア及びイに定

める額の合計額） 

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合 当該共同住宅等部分の計

画変更に係る部分の全体について、第６７号イ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合 当該非住宅部分の計画変更に

係る部分の全体について、第６７号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定め

る額 

(70)の３ 交付請求に対する審査（前号に該当するものを除く。） 次

に掲げる区分に応じ、それぞれアからウまでに定める額（ア及びイ

又はア及びウに該当するときは、それぞれア及びイ又はア及びウに

定める額の合計額） 

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合 当該共同住宅等部分の計

画変更に係る部分の全体について、第６８号イ(ｱ)から(ｷ)までに
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掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合（当該軽微変更該当証明書が、

当該非住宅部分の計画変更に係る部分の全体について市長が別に

定める簡易な方法により低炭素建築物基準に適合していることを

証する書面である場合に限る。） 当該非住宅部分の計画変更に

係る部分の全体について、第６８号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定め

る額 

ウ 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合（イに該当する場合を除く。）

 当該非住宅部分の計画変更に係る部分の全体について、第６８

号エ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ同号エ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

第２条第１項第７１号中「前号までに」を「第７０号までに」に、

「と併せて行う第６７号から前号までの認定の申請に係る」を「のあっ

た」に改め、同号の次に次の３号を加える。 

(71)の２ 建築物省エネ法第１２条第１項又は第１３条第２項の規定に

基づく建築物省エネ法第１２条第１項に規定する建築物エネルギー

消費性能確保計画（ア及びイ、次号並びに第７１号の４ア及びイに

おいて「確保計画」という。）に係る省エネ判定の申請に対する審

査 次に掲げる区分に応じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 当該申請のあった省エネ判定が、当該省エネ判定に係る確保

計画に係る非住宅部分（建築物省エネ法第１１条第１項に規定す

る非住宅部分をいう。以下この号、次号ア及びイ、第７１号の４

ア及びイ、第７２号ア及びウ、第７３号ウ及びエ、第７４号ウ、

第７５号ウ及びエ、第７５号の２イ、第７５号の３イ及びウ、第

７７号ウ並びに第７８号オ及びカにおいて同じ。）の全体につい

て建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経
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済産業省令・国土交通省令第１号。第７３号ウ及び第７８号アに

おいて「基準省令」という。）第１条第１項第１号ロに掲げる基

準（次号ア、第７１号の４ア及び第７８号オにおいて「モデル建

物法基準」という。）に適合するかどうかを判定するものである

場合 当該非住宅部分の全体について、次に掲げる床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｵ)までに定める額 

 (ｱ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの １件 ２６４，０００円 

(ｲ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 ３３９，０００円 

(ｳ)  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ４１５，０００円 

(ｴ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ４８２，０００円 

(ｵ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 ６４４，００

０円 

イ アに該当する場合以外の場合 当該申請のあった省エネ判定

に係る確保計画に係る非住宅部分の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｵ)までに定める

額 

(ｱ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ５６３，０００円 

(ｲ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 ６８９，０００円 

(ｳ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ８２３，０００円 

(ｴ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ９３５，０００円 

(ｵ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 １，１８７，

０００円 
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(71)の３ 確保計画の変更（以下この号及び次号において「計画変更」

という。）があった場合における建築物省エネ法第１２条第２項後

段又は第１３条第３項後段の規定に基づく当該計画変更後の確保計

画に係る省エネ判定の申請に対する審査 次に掲げる区分に応じ、

それぞれア又はイに定める額 

ア 当該申請のあった省エネ判定が、当該省エネ判定に係る計画

変更後の確保計画に係る非住宅部分の全体についてモデル建物

法基準に適合するかどうかを判定するものである場合 当該非

住宅部分の計画変更に係る部分の全体について、次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ)  ３００平方メートル未満のもの １件 ９３，０００円 

(ｲ)  ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの

  １件 １５８，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ２６４，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 ３３９，０００円 

(ｵ)  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ４１５，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ４８２，０００円 

(ｷ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 ６４４，００

０円 

イ アに該当する場合以外の場合 当該申請のあった省エネ判定

に係る計画変更後の確保計画に係る非住宅部分の計画変更に係

る部分の全体について、次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの １件 ２３８，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの

  １件 ３８８，０００円 
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(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の

もの １件 ５６３，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満

のもの １件 ６８９，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未

満のもの １件 ８２３，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未

満のもの １件 ９３５，０００円 

(ｷ)  ５０，０００平方メートル以上のもの １件 １，１８７，

０００円 

(71)の４ 計画変更があった場合における建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号。

以下「建築物省エネ法施行規則」という。）第１１条の規定に基

づく当該計画変更が建築物省エネ法施行規則第３条に規定する軽

微な変更に該当していることを証する書面の交付の請求 次に掲

げる区分に応じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 当該請求のあった書面が、当該書面に係る計画変更後の確保

計画に係る非住宅部分の計画変更に係る部分の全体についてモ

デル建物法基準に適合していることを証する書面である場合 

当該非住宅部分の計画変更に係る部分の全体について、前号ア

(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ

同号ア(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

イ アに該当する場合以外の場合 当該請求のあった書面に係る

計画変更後の確保計画に係る非住宅部分の計画変更に係る部分

の全体について、前号イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

第２条第１項第７２号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る 法 律（ 平 成 ２ ７ 年 法律 第 ５ ３ 号 。 以下 「 建 築 物 省 エネ 法 」 と い

う。）」を「建築物省エネ法」に、「以下この号から第７４号まで」を

「アからウまで、次号アからエまで、第７４号」に改め、「認定の申
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請 」 の次 に 「 （ ア か らウ ま で 及 び 次 号に お い て 「 認 定申 請 」 と い

う。）」を加え、「、登録住宅性能評価機関又は登録建築物調査機関

（ウに該当する場合にあっては、登録建築物調査機関に限る。）が、性

能向上計画が建築物省エネ法第３０条第１項第１号に掲げる基準（第７

４号において「誘導基準」という。）に適合することを確認した旨を証

する書面その他」を削り、「ものに限る。」の次に「アからウまでにお

いて同じ。」を加え、同号ア中「申請」を「認定申請」に、「一戸建て

の住宅」の次に「（非住宅部分が含まれないものに限る。以下ア及びイ、

次号ア、第７４号ア、第７５号ア、第７７号ア並びに第７８号ア及びイ

において同じ。）」を加え、同号イ中「申請」を「認定申請」に改め、

「第７５号イ」の次に「、第７５号の２ア、第７５号の３ア」を加え、

同号ウ中「申請」を「認定申請」に改め、「（建築物省エネ法第１１条

第１項に規定する非住宅部分をいう。以下ウ、次号ウ及びエ、第７４号

ウ、第７５号ウ及びエ、第７７号ウ並びに第７８号オ及びカにおいて同

じ。）」を削り、同項第７３号中「性能向上計画の認定の申請（前号に

該当するものを除く。）」を「認定申請」に改め、「審査」の次に

「（前号に該当するものを除く。）」を加え、同号ア及びイ中「申請」

を「認定申請」に改め、同号ウ中「申請」を「認定申請」に、「建築物

エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省令・国

土交通省令第１号。第７８号ア及びオにおいて「基準省令」という。）

第８条第１号イ 」を「基準省令第１０条第１号イ 」に改め、「第７

５号ウ」の次に「及び第７５号の３イ」を加え、同号エ中「申請」を

「認定申請」に改め、同項第７４号中「以下この号から第７６号まで」

を「アからウまで、次号アからエまで、第７５号の２、第７５号の３ア

からウまで及び第７６号」に改め、「認定の申請」の次に「（アからウ

まで及び次号において「変更認定申請」という。）」を加え、「、登録

住宅性能評価機関又は登録建築物調査機関（ウに該当する場合にあって

は、登録建築物調査機関に限る。）が、変更後の性能向上計画が誘導基

準に適合することを確認した旨を証する書面その他」を削り、「ものに

限る。」の次に「アからウまでにおいて同じ。」を加え、同号アからウ
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までの規定中「申請」を「変更認定申請」に改め、同項７５号中「計画

変更の認定の申請（前号に該当するものを除く。）」を「変更認定申

請」に改め、「審査」の次に「（前号に該当するものを除く。）」を加

え、「からエまでのうち２以上」を「及びウ又はイ及びエ」に、「その

該当するもの」を「それぞれイ及びウ又はイ及びエ」に改め、同号アか

らエまでの規定中「申請」を「変更認定申請」に改め、同号の次に次の

２号を加える。 

(75)の２ 建築物省エネ法施行規則第２９条の規定に基づく計画変更が

建築物省エネ法施行規則第２６条第２号に該当していることを証す

る書面（ア及びイ並びに次号アからウまでにおいて「軽微変更該当

証明書」という。）の交付の請求（ア及びイ並びに同号において

「交付請求」という。）（請求書に規則で定める書面が添付されて

いるものに限る。ア及びイにおいて同じ。）に対する審査 次に掲

げる区分に応じ、それぞれア又はイに定める額（ア及びイに該当す

るときは、ア及びイに定める額の合計額）  

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合 当該共同住宅等部分の計

画変更に係る部分の全体について、第７２号イ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合 当該非住宅部分の計画変更に

係る部分の全体について、第７２号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定め

る額 

(75)の３ 交付請求に対する審査（前号に該当するものを除く。） 次

に掲げる区分に応じ、それぞれアからウまでに定める額（ア及びイ

又はア及びウに該当するときは、それぞれア及びイ又はア及びウに

定める額の合計額） 

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の
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対象に共同住宅等部分が含まれる場合 当該共同住宅等部分の計

画変更に係る部分の全体について、第７３号イ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合（当該軽微変更該当証明書が、

当該非住宅部分の計画変更に係る部分の全体についてモデル建物

法誘導基準に適合していることを証する書面である場合に限

る。） 当該非住宅部分の計画変更に係る部分の全体について、

第７３号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

ウ 当該交付請求のあった軽微変更該当証明書に係る計画変更の

対 象 に 非 住 宅 部 分 が 含 ま れ る 場 合 （ イ に 該 当 す る 場 合 を 除

く。） 当該非住宅部分の計画変更に係る部分の全体について、

第７３号エ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号エ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

第２条第１項第７６号中「前号までに」を「第７５号までに」に、

「と併せて行う第７２号から前号までの認定の申請に係る」を「のあっ

た」に改め、同項第７７号中「次号」を「次号ア、ウ及びオ」に改め、

「の申請」の次に「（アからウまで及び次号において「認定申請」とい

う。）」を加え、「、登録住宅性能評価機関又は登録建築物調査機関

（ウに該当する場合にあっては、登録建築物調査機関に限る。）が、当

該申請に係る建築物が建築物省エネ法第２条第３号に規定する建築物エ

ネルギー消費性能基準に適合することを確認した旨を証する書面その

他」を削り、「ものに限る。」の次に「アからウまでにおいて同じ。」

を加え、同号アからウまでの規定中「申請」を「認定申請」に改め、同

項第７８号中「基準適合認定の申請（前号に該当するものを除く。）」

を「認定申請」に改め、「審査」の次に「（前号に該当するものを除

く。）」を加え、同号アからエまでの規定中「申請」を「認定申請」に

改め、同号オ中「申請」を「認定申請」に、「基準省令第１条第１項第
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１号ロに掲げる基準」を「モデル建物法基準」に改め、同号カ中「申

請」を「認定申請」に改める。 

 第６条中「第３９号の２」を「第３９号の３まで、第６２号及び第６

７号から第７６号」に改める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市建築物等関係事務手数料条例第２条

第１項第６７号から第７０号まで、第７１号、第７２号、第７４号、

第７６号及び第７７号並びに第６条の規定は、この条例の施行の日以

後の請求に係る手数料について適用し、同日前の請求に係る手数料に

ついては、なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律

第５３号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一

部の施行に伴う国土交通省関係省令の整備等に関する省令（平成２８

年国土交通省令第８０号）の制定等に伴い、条例改正が必要であるこ

とから、本案を提出する。 
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議案第３９号 

尼崎市立尼崎稲葉荘団地の設置及び管理に関する条例につい 

て 

尼崎市立尼崎稲葉荘団地の設置及び管理に関する条例を次のように制

定する。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市立尼崎稲葉荘団地の設置及び管理に関する条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、尼崎市立尼崎稲葉荘団地（駐車場その他の付帯施

設を含む。以下「稲葉荘団地」という。）の設置及び管理について必

要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 この条例の施行前において兵庫県住宅供給公社（以下「公社」

という。）が尼崎市稲葉荘２丁目に設置した賃貸住宅（以下「旧稲葉

荘団地」という。）の住宅（以下「旧住宅」という。）に入居してい

た者その他の市民に賃貸するための住宅及びその付帯施設として、稲

葉荘団地を設置する。 

２ 稲葉荘団地の位置は、尼崎市稲葉荘２丁目とする。 

（入居者資格） 

第３条 稲葉荘団地の住宅（以下「住宅」という。）に入居することが

できる者は、次の各号に掲げる要件を備える者とする。 

   現にその者と同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出を

しないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者

を含む。以下同じ。）があること。 

   その者に係る収入（公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０

号）第１条第３号の規定の例により算定された収入をいう。）が１

５８，０００円を超えること。 

   第５条第３項に規定する入居承認を受けたならば、当該入居承認

に係る住宅を生活の本拠とする見込みであること。 
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   その者及び現にその者と同居し、又は同居しようとする親族が暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員及び尼崎市暴力団排除条例

（平成２５年尼崎市条例第１３号）第２条第４号に規定する暴力団

密接関係者（以下「暴力団員等」という。）でないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、

住宅に入居することができる者の資格を別に定めることができる。 

（入居の申込み等） 

第４条 前条第１項各号に掲げる要件を備える者又は同条第２項の規定

により定められた資格を有する者のうち住宅への入居を希望する者は、

規則で定めるところにより、入居の申込みをしなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により入居の申込みをした者のうちから住宅に

入居すべき者を選定したときは、速やかに、その旨をその選定された

者に通知するものとする。 

（入居手続） 

第５条 前条第２項の規定による通知を受けた者（以下「入居予定者」

という。）は、当該通知があった日から１０日を経過する日（市長が

やむを得ない事情があると認めるときは、市長が定める日。以下「入

居手続期限」という。）までに、次に掲げる手続をしなければならな

い。 

   連帯保証人が連署した使用証書その他規則で定める書類を市長に

提出すること。 

   住宅の敷金（以下「敷金」という。）を市長が定める方法により

納付すること。 

２ 市長は、入居予定者について特別の事情があると認めるときは、前

項第１号の規定による連帯保証人の連署を求めないことができる。 

３ 市長は、入居予定者が第１項各号に掲げる手続を完了したときは、

当該入居予定者に対し、住宅への入居の承認（以下「入居承認」とい

う。）を行い、その旨を、当該住宅に入居することができる日として

市長が指定する日（以下「入居可能日」という。）と併せて通知する
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ものとする。 

４ 入居承認を受けた者（以下「入居者」という。）は、入居可能日か

ら起算して１５日を経過する日（市長がやむを得ない事情があると認

めるときは、市長が定める日。以下「入居期限」という。）までに、

当該入居承認に係る住宅に入居しなければならない。 

（入居の不承認等） 

第６条 市長は、入居予定者が次のいずれかに該当するときは、入居承

認を行わないものとする。 

   偽りその他不正の手段により入居承認を受けようとしたとき。 

   入居手続期限までに前条第１項各号に掲げる手続を完了しないと

き。 

２ 市長は、入居者が正当な理由なく入居期限までにその入居承認に係

る住宅に入居しないときは、当該入居承認を取り消すことができる。 

（家賃の月額） 

第７条 住宅の家賃（以下「家賃」という。）の月額は、５９，０００

円とする。 

（家賃の納付等） 

第８条 入居者（第１６条第１項の規定により市長の承認を受けて住宅

に居住する者を含む。以下同じ。）は、入居可能日から次の各号に掲

げる区分に応じ当該各号に定める日（以下これらの日を「明渡し日

等」という。）までの期間について、家賃を納付しなければならない。 

   次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 第１８条第１号の規定

により住宅の明渡しをしようとする日として入居者が市長に届け出

た日又は当該住宅を明け渡した日として市長が認定した日のいずれ

か遅い日 

   入居者が第１８条第１号に掲げる手続を行わずに住宅を明け渡し

た場合 当該住宅を明け渡した日として市長が認定した日 

   第１９条第１項の規定による住宅の明渡しの請求があった場合 

○当該請求に係る明渡しの期限又は当該住宅を明け渡した日として

市長が認定した日のいずれか早い日 
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２ 入居者は、毎月末日（月の中途で住宅を明け渡す場合は、その明渡

しの日）までに、その月分の家賃を納付しなければならない。 

３ 入居可能日又は明渡し日等が月の中途である場合のその月分の家賃

の額は、日割りにより計算する。この場合において、日割りにより計

算した家賃の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

（連帯保証人） 

第９条 第５条第１項第１号の連帯保証人は、独立の生計を営み、かつ、

入居予定者と同程度以上の収入を有する者で市長が適当と認めるもの

でなければならない。 

２ 入居者（第５条第２項の規定により同条第１項第１号の規定による

連帯保証人の連署が不要とされた者を除く。）は、連帯保証人が次の

各号のいずれかに該当するときは、前項に規定する要件を備える者を

新たに連帯保証人として立てなければならない。ただし、市長が特別

の事情があると認めるときは、この限りでない。 

   住所が不明になったとき。 

   後見開始又は保佐開始の審判を受けたとき。 

   失業その他の事情により保証能力を著しく減少させるような事態

が生じたとき。 

   死亡したとき。 

（敷金） 

第１０条 敷金の額は、第５条第１項第２号に掲げる手続を行う日にお

ける家賃の月額の３月分に相当する額とする。 

２ 既納の敷金は、入居者が住宅を明け渡した後に、その入居者であっ

た者（以下「元入居者」という。）に還付する。ただし、未納の家賃、

損害賠償金その他元入居者から徴収すべき金銭（以下「徴収金」とい

う。）があるときは、当該敷金の額から当該徴収金に相当する額を控

除して得た額を当該元入居者に還付する。 

３ 前項の規定により還付する敷金には、利子を付けない。 

４ 敷金の運用から生じる利益金は、稲葉荘団地の整備その他の入居者
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の利便のために使用するものとする。 

（家賃等の減免等） 

第１１条 市長は、規則で定める特別の理由があると認めるときは、別

に定める基準により家賃又は敷金の減免又は徴収猶予をすることがで

きる。 

（入居者の費用負担） 

第１２条 稲葉荘団地における次の各号に掲げる費用は、入居者の負担

とする。 

   電気、ガス、水道及び下水道の使用料 

   廃棄物の処理、清掃等に要する費用 

   給水施設その他入居者の共用の施設の使用及び維持に要する費用 

   畳の表替え、ふすまの張替え、破損ガラスの取替えその他規則で

定める軽微な修繕に要する費用 

   住宅内の給水栓、点滅器その他規則で定める付帯施設の構造上重

要でない部分の修繕に要する費用 

   入居者の責めに帰すべき事由により必要となった稲葉荘団地の修

繕（前２号の修繕に該当するものを除く。）に要する費用 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由があると認めるときは、

同項各号に掲げる費用は、入居者の負担としない。 

（入居者の保管義務等） 

第１３条 入居者は、稲葉荘団地（駐車場を除く。次項において同

じ。）の使用について必要な注意を払い、これを正常な状態において

維持しなければならない。 

２ 入居者は、その責めに帰すべき事由により稲葉荘団地を汚損し、毀

損し、又は滅失させたときは、直ちに、これを原状に回復し、又はそ

の損害を賠償しなければならない。 

３ 入居者及びその同居者（入居承認又は第１５条第１項の承認を受け

て入居者と同居する者をいう。以下同じ。）は、他の入居者、その同

居者等（以下「他の入居者等」という。）に対して粗暴な言動その他

の共同生活の維持を阻害する行為で規則で定めるもの（以下「迷惑行
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為」という。）を行ってはならない。 

４ 入居者及びその同居者は、他の入居者等に対して迷惑行為を行うこ

とを相互に防止しなければならない。 

（転貸等の禁止） 

第１４条 入居者は、その居住する住宅を他の者に貸し、又はその居住

の権利を他の者に譲渡してはならない。 

２ 入居者は、その居住する住宅の用途を変更してはならない。ただし、

あらかじめ市長の承認を受けたときは、当該住宅の一部を他の用途に

使用することができる。 

３ 入居者は、その居住する住宅を模様替えし、若しくは増築し、又は

稲葉荘団地の敷地内に建物、工作物その他の物件（以下「建物等」と

いう。）を設置してはならない。ただし、あらかじめ市長の承認を受

けたときは、この限りでない。 

（同居の承認） 

第１５条 入居者は、入居承認を受けて入居者と同居した者以外の者を

同居させようとするときは、市長の承認を受けなければならない。 

２ 前項の承認を与える場合の基準は、次の各号のいずれにも該当する

こととする。 

   入居者が第１９条第１項第１号から第３号まで及び第５号のいず

れにも該当しないこと。 

   入居者と同居しようとする者が暴力団員等でないこと。 

   その他規則で定める場合 

（入居の承継） 

第１６条 入居者が死亡し、又はその居住する住宅から退去した場合に

おいて、その死亡時又は退去時における当該入居者の同居者は、市長

の承認を受けて、引き続き当該入居者が居住していた住宅に居住する

ことができる。 

２ 前項の承認を与える場合の基準は、次に掲げる区分に応じ、当該号

に定める基準とする。 

   入居者が死亡したとき 次のいずれにも該当すること。 
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  ア 当該入居者が死亡した日において、当該入居者が第１９条第１

項第１号から第３号まで及び第５号のいずれにも該当していなか

ったこと。 

  イ 家賃を３月以上滞納していないこと。 

  ウ 前項の承認を受けようとする者及びその者と同居しようとする

者が暴力団員等でないこと。 

   入居者がその居住する住宅から退去したとき 次のいずれにも該

当すること。 

  ア 当該入居者がその居住する住宅から退去した日において、当該

入居者が第１９条第１項第１号から第３号まで及び第５号のいず

れにも該当していなかったこと。 

  イ 前項の承認を受けようとする者が当該入居者と同居していた期

間が１年以上であること。 

  ウ 前号イ及びウに掲げる基準 

  エ その他規則で定める基準 

（入居者の届出義務） 

第１７条 入居者は、次のいずれかに該当するときは、速やかに、その

旨を市長に届け出なければならない。 

   住宅を引き続き１５日以上使用しないとき。 

   死亡、転出その他の事由によりその同居者に異動が生じたとき。 

（住宅の明渡しの手続等） 

第１８条 入居者は、その居住する住宅の明渡しをしようとするときは、

あらかじめ、次の各号に掲げる手続等をしなければならない。ただし、

市長が特別の理由があると認めるときは、第３号に掲げる手続等をす

ることを要しない。 

   当該住宅の明渡しをしようとする日の１０日前までに当該明渡し

をする旨及び当該明渡しをしようとする日を市長に届け出て、第３

３条第１項に規定する監理員等の検査を受けること。 

   第１２条第１項第４号から第６号までに掲げる費用を清算するこ

と。 
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   当該住宅を模様替えし、若しくは増築し、又は稲葉荘団地の敷地

内に建物等を設置した場合にあっては、第１号の検査の日前に、入

居者の負担において、原状に回復し、若しくは建物等を撤去し、又

は本市に建物等を無償で譲渡すること。 

（住宅の明渡しの請求等） 

第１９条 市長は、入居者が次の各号のいずれかに該当するときは、当

該入居者に対し、その居住する住宅の明渡しを請求することができる。 

  偽りその他不正の手段により入居承認又は第１６条第１項の承認

を受けたとき。 

  家賃を３月以上滞納したとき。 

  稲葉荘団地を故意に汚損し、毀損し、又は滅失させたとき。 

  正当な理由なく１５日以上当該住宅を使用しないとき。 

  この条例及びこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定による住宅の明渡しの請求を受けた者は、速やかに、当

該住宅を明け渡さなければならない。この場合において、本市は、当

該請求を受けた者がその明渡し等によって損害を受けても、その損害

について賠償等の責任を負わない。 

３ 市長は、第１項の規定による住宅の明渡しの請求を行ったときは、

当該請求があった日の翌日から当該住宅の明渡しの日までの期間につ

いては、毎月、当該請求を受けた者から当該住宅の家賃の額の２倍に

相当する額の金銭を徴収することができる。 

（使用許可） 

第２０条 稲葉荘団地の駐車場（以下「駐車場」という。）を使用しよ

うとする者は、市長の許可を受けなければならない。 

（使用者資格） 

第２１条 駐車場を使用することができる者は、入居者又はその同居者

で規則で定める要件を備えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、駐車場の使用状況等を勘案して

特に必要があると認めるときは、駐車場を使用することができる者の

資格を別に定めることができる。 
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（駐車場の使用の対象となる自動車） 

第２２条 駐車場に駐車することができる自動車は、道路運送車両法施

行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）別表第１に掲げる普通自動車、

小型自動車及び軽自動車で規則で定める規格を満たすものとする。 

（使用の申込み等） 

第２３条 第２１条第１項に規定する要件を備える者又は同条第２項の

規定により定められた資格を有する者のうち駐車場の使用を希望する

者は、規則で定めるところにより、駐車場の使用の申込みをしなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の規定により駐車場の使用の申込みをした者のうちか

ら駐車場を使用すべき者を選定したときは、速やかに、その旨をその

選定された者に通知するものとする。 

（使用手続） 

第２４条 前条第２項の規定による通知を受けた者（以下「使用予定

者」という。）は、当該通知があった日から１０日を経過する日（市

長がやむを得ない事情があると認めるときは、市長が定める日。以下

「使用手続期限」という。）までに、次に掲げる手続をしなければな

らない。 

  駐車場使用証書を市長に提出すること。 

  駐車場の保証金（以下「保証金」という。）を市長が定める方法

により納付すること。 

２ 市長は、使用予定者が前項各号に掲げる手続を完了したときは、当

該使用予定者に対し、駐車場の使用の許可（以下「使用許可」とい

う。）を行い、その旨を通知するものとする。 

３ 使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、当該使用許可

を受けた日（以下「使用許可日」という。）から１５日を経過する日

（市長がやむを得ない事情があると認めるときは、市長が定める日。

以下「使用開始期限」という。）までに、駐車場の使用を開始しなけ

ればならない。 

（使用の不許可等） 
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第２５条 市長は、使用予定者が次の各号のいずれかに該当するときは、

使用許可を行わないものとする。 

  偽りその他不正の手段により使用許可を受けようとしたとき。 

  使用手続期限までに前条第１項各号に掲げる手続を完了しないと

き。 

  規則で定める事由に該当する場合を除き、他の駐車場について使

用許可を受けているとき。 

２ 第６条第２項の規定は、使用者が正当な理由なく使用開始期限まで

に駐車場の使用を開始しない場合について準用する。この場合におい

て、同項中「入居承認」とあるのは、「使用許可」と読み替えるもの

とする。 

（駐車場使用料の月額） 

第２６条 駐車場の使用料（以下「駐車場使用料」という。）の月額は、

１２，０００円とする。 

（駐車場使用料の納付等） 

第２７条 使用者は、使用許可日から次の各号に掲げる区分に応じ当該

各号に定める日までの期間について、駐車場使用料を納付しなければ

ならない。 

  次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 第３０条の規定により

駐車場の明渡しをしようとする日として使用者が市長に届け出た日

又は当該駐車場を明け渡した日として市長が認定した日のいずれか

遅い日 

  使用者が第３０条の規定による届出を行わずに駐車場を明け渡し

た場合 当該駐車場を明け渡した日として市長が認定した日 

  第３１条第１項の規定による使用許可の取消し及び駐車場の明渡

しの請求があった場合 当該取消しの日又は当該駐車場を明け渡し

た日として市長が認定した日のいずれか早い日 

２ 第８条第２項及び第３項の規定は、駐車場使用料について準用する。

この場合において、同条第２項中「入居者」とあるのは「使用者」と、

「住宅」とあるのは「駐車場」と、同条第３項中「入居可能日又は明
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渡し日等」とあるのは「使用許可日又は第２７条第１項各号に定める

日」と読み替えるものとする。 

（保証金） 

第２８条 保証金の額は、第２４条第１項第２号に掲げる手続を行う日

における駐車場使用料の月額の３月分に相当する額とする。 

２ 第１０条第２項及び第３項の規定は、保証金について準用する。こ

の場合において、同条第２項中「入居者が住宅」とあるのは「使用者

が駐車場」と、「その入居者」とあるのは「その使用者」と、「元入

居者」とあるのは「元使用者」と、同項ただし書中「家賃」とあるの

は「駐車場使用料」と、同条第３項中「前項」とあるのは「第２８条

第２項において読み替えて準用する前項」と読み替えるものとする。 

（駐車場使用料等の減免等） 

第２９条 第１１条の規定は、駐車場使用料及び保証金について準用す

る。この場合において、同条中「家賃又は敷金」とあるのは、「駐車

場使用料又は保証金」と読み替えるものとする。 

（駐車場の明渡しの手続） 

第３０条 使用者は、その使用する駐車場の明渡しをしようとするとき

は、当該駐車場の明渡しをしようとする日の１０日前までに当該明渡

しをする旨及び当該明渡しをしようとする日を市長に届け出なければ

ならない。 

（使用許可の取消し等） 

第３１条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用者に対

し、使用許可を取り消し、その使用する駐車場の明渡しを請求するこ

とができる。 

  当該使用者が偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき。 

  当該使用者が駐車場使用料を３月以上滞納したとき。 

  当該使用者が駐車場及びその付帯する設備を故意に汚損し、毀損

し、又は滅失させたとき。 

  当該使用者が第２１条第１項に規定する要件を備えなくなり、又

は同条第２項の規定により定められた資格を失ったとき。 
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  前各号に掲げる場合のほか、市長が駐車場の管理上必要があると

認めるとき。 

２ 前項の規定による使用許可の取消し及び駐車場の明渡しの請求（以

下「取消処分等」という。）を受けた者は、速やかに、当該取消処分

等に係る駐車場を明け渡さなければならない。この場合において、本

市は、当該取消処分等を受けた者がその明渡し等によって損害を受け

ても、その損害について賠償等の責任を負わない。 

３ 市長は、取消処分等を行ったときは、当該取消処分等があった日の

翌日から当該取消処分等に係る駐車場の明渡しの日までの期間につい

ては、毎月、当該取消処分等を受けた者から当該駐車場の駐車場使用

料の額の２倍に相当する額の金銭を徴収することができる。 

４ 市長は、取消処分等を受けた者が当該取消処分等に係る駐車場を明

け渡さない場合において、法令に定める手続にのっとり駐車場に置か

れている自動車を当該駐車場から撤去したときは、当該取消処分等を

受けた者から当該自動車の撤去に要した費用等に相当する額の金銭を

徴収することができる。 

（準用） 

第３２条 第１３条第１項から第３項まで及び第１４条の規定は、使用

者について準用する。この場合において、第１３条第１項中「稲葉荘

団地（駐車場を除く。次項において同じ。）」とあるのは「駐車場及

びその付帯する設備」と、同条第２項中「稲葉荘団地」とあるのは

「駐車場及びその付帯する設備」と、同条第３項中「他の入居者、そ

の同居者等（以下「他の入居者等」という。）」とあるのは「使用す

る駐車場以外の駐車場の使用者等」と、第１４条第１項中「居住する

住宅」とあるのは「使用する駐車場」と、「居住の」とあるのは「使

用の」と、同条第２項中「居住する住宅」とあるのは「使用する駐車

場」と、同項ただし書中「住宅」とあるのは「駐車場」と、同条第３

項中「居住する住宅」とあるのは「使用する駐車場」と読み替えるも

のとする。 

（尼崎稲葉荘団地監理員） 
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第３３条 稲葉荘団地の管理に関する事務をつかさどり、稲葉荘団地を

良好な状態に維持するよう入居者に必要な指導を行わせるため、尼崎

稲葉荘団地監理員（以下「監理員」という。）を置く。 

２ 監理員は、本市職員のうちから市長が任命する。 

（稲葉荘団地の検査等） 

第３４条 市長は、稲葉荘団地の管理上必要があると認めるときは、監

理員又は市長が指定する職員に稲葉荘団地を検査させることができる。 

２ 現に入居者が居住している住宅に前項の検査のため立ち入ろうとす

る者は、あらかじめ、その旨を当該入居者に通知しなければならない。 

３ 第１項の規定により稲葉荘団地の検査をする者は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなけれ

ばならない。 

４ 入居者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による検査を拒み、

又は妨げてはならない。 

（稲葉荘団地の管理） 

第３５条 稲葉荘団地の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体（以下

「法人等」という。）であって市長が指定するもの（以下「指定管理

者」という。）に行わせることができる。 

（指定管理者の指定の申請） 

第３６条 指定管理者の指定を受けようとする法人等は、規則で定める

ところにより、指定管理者指定申請書に事業計画書その他規則で定め

る書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（指定管理者の選定） 

第３７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その申請の

内容を次の各号に掲げる基準に照らして審査し、稲葉荘団地の管理を

行わせるに最適な法人等を、指定管理者の指定を受けるべきものとし

て選定するものとする。 

   市民の平等な利用が確保されること。 

  稲葉荘団地の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係
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る経費の縮減が図られるものであること。 

  稲葉荘団地の管理を安定して行う能力を有していること。 

  前各号に掲げるもののほか、稲葉荘団地の設置目的を達成するた

めに十分な能力を有していること。 

（指定管理者の指定等の公告） 

第３８条 市長は、前条の規定により選定した法人等を指定管理者に指

定したときは、その旨を公告するものとする。地方自治法第２４４条

の２第１１項の規定により指定管理者の指定を取り消し、又は管理の

業務の全部若しくは一部の停止を命じたときも、同様とする。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第３９条 指定管理者は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

  家賃及び駐車場使用料の収納に関すること。 

  稲葉荘団地の維持管理に関すること。 

  その他市長が必要と認める業務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第４０条 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則の規定に

従い、稲葉荘団地の管理を行わなければならない。 

（家賃等を免れた者に対する過料） 

第４１条 市長は、詐欺その他不正の行為により家賃若しくは敷金又は

駐車場使用料若しくは保証金の全部又は一部の徴収を免れた者に対し

て、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（その額が５０，０

００円を超えないときは、５０，０００円）以下の過料を科すことが

できる。 

（委任） 

第４２条 この条例に定めるもののほか、稲葉荘団地の管理について必

要な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、付則第４

項から第７項までの規定は、公布の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 平成２９年３月３１日（以下「基準日」という。）において旧住宅

に入居していた者（以下「従前入居者」という。）でこの条例の施行

の際現にその入居していた旧住宅の住戸と同一の住戸に居住している

ものは、当該住戸に係る入居者とみなす。 

３ 基準日において公社の承認を受けて従前入居者と同居していた者で

この条例の施行の際現に前項の規定により入居者とみなされた者（以

下「継続入居者」という。）と同居しているものは、当該継続入居者

に係る同居者とみなす。 

（指定管理者の選定の特例等） 

４ 第３６条及び第３７条の規定にかかわらず、市長は、付則第１項た

だし書に規定する規定の施行の日から平成３３年３月３１日までの間

に限り、稲葉荘団地の管理について、基準日において旧稲葉荘団地の

管理に係る業務を受託していた者を、指定管理者の指定を受けるべき

ものとして選定することができる。 

５ 市長は、前項の規定により選定する場合は、指定管理者の指定を受

けようとする者に指定管理者指定申請書及び事業計画書その他規則で

定める書類を提出させるものとする。 

６ 市長が付則第４項の規定により選定した者を指定管理者に指定した

場合においては、第３８条中「前条」とあるのは、「付則第４項」と

して、同条の規定を適用する。 

（準備行為） 

７ 第４条第１項の規定による住宅への入居の申込み、同条第２項の規

定による選定及びその通知、第５条第１項の規定による手続、入居承

認及び同条第３項の規定によるその通知、第２３条第１項の規定によ

る駐車場の使用の申込み、同条第２項の規定による選定及びその通知、

第２４条第１項の規定による手続並びに使用許可及び同条第２項の規

定によるその通知は、この条例の施行前においても行うことができる。 

 

 



議39-16 

（説 明） 

  尼崎稲葉荘団地の設置及び管理について必要な事項を定めるため、

条例制定が必要であることから、本案を提出する。 



議40 

議案第４０号 

   尼崎市営住宅等審議会条例について 

 尼崎市営住宅等審議会条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市営住宅等審議会条例 

（設置） 

第１条 本市が設置する市営住宅、改良住宅、コミュニティ住宅、再開

発住宅、従前居住者用住宅及び特定公共賃貸住宅並びに尼崎市立尼崎

稲葉荘団地（以下「市営住宅等」という。）の管理に関する重要な事

項を調査審議させるため、市長の付属機関として、尼崎市営住宅等審

議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が

委嘱する。 

３ 委員は、市営住宅等の管理に関する重要な事項の調査審議が終了し

たときは、解嘱されるものとする。 

（会長） 

第３条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が

指名する委員がその職務を代理する。 

（招集） 

第４条 審議会は、会長が招集し、会議の議長となる。 

（会議） 

第５条 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数の

ときは、会長の決するところによる。 



議40-2 

（意見の聴取等） 

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に

出席させて意見を聴き、又は必要な説明若しくは資料の提出を求める

ことができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事

項は、会長が審議会に諮って定める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（招集の特例） 

２ 最初に招集される審議会は、第４条の規定にかかわらず、市長が招

集する。 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市営住宅等審議会を設置するため、条例制定が必要であること

から、本案を提出する。 



議41 

議案第４１号 

   尼崎市火災予防条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市火災予防条例の一部を改正する条例 

尼崎市火災予防条例（昭和３７年尼崎市条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第３６条第２項中「「規則」を「「省令」に改める。 

第３７条第２項、第３８条第２項、第３９条第３項、第４０条第２項、 

第４１条第２項及び第４２条第２項中「規則」を「省令」に改める。  

 第５８条の２第２項中「規定により」を「規定による」に改め、同条

の次に次の１条を加える。 

（法令等の規定に違反している防火対象物の名称等の公表等） 

第５８条の３ 消防長は、防火対象物（規則で定めるものに限る。以下

この条において同じ。）における消防用設備等（規則で定めるものに

限る。）の設置の状況が法若しくは令若しくはこれらに基づく命令又

はこの条例の規定に違反している場合において、その旨を当該防火対

象物を利用しようとする者に周知する必要があると認めるときは、規

則で定めるところにより、当該防火対象物の名称及び所在地その他規

則で定める事項を公表することができる。 

２ 消防長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじ

め、その旨、その理由その他規則で定める事項を当該公表に係る防火

対象物の関係者（法第１７条第１項に規定する関係者をいう。）に通

知するものとする。 

   付 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 



議41-2 

（説 明） 

  違反対象物に係る公表制度を実施するため、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。 



 

議42 

議案第４２号 

   尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に 

関する条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年２月２０日提出 

               尼崎市長 稲  村  和  美 

尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に 

関する条例の一部を改正する条例 

 尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例（昭和２８年尼崎市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条第２号中「もの」の次に「（以下「要介護者」という。）」

を加え、同条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

  介護時間（職員がその要介護者の介護をするため１日の勤務時間

の一部（管理者が別に定める時間を超えない範囲内の時間に限

る。）について勤務しないことをいう。）の承認 

付 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部を改正する法

律（平成２８年法律第９５号）の施行に伴い、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。 





 

 その他 





 

議43 

議案第４３号 

包括外部監査契約の締結について 

包括外部監査契約を次のとおり締結するため、議決を求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的    包括外部監査契約に基づく監査の実施及び監査

結果に関する報告を受けること 

２ 契約の期間      平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日 

           まで 

３ 契約の金額    １４，４２８，８００円を上限とする額 

４ 契約の方法    随意契約 

５ 費用の支払方法  業務完了後、適法な請求を受けた日から３０日

以内に一括払い 

６ 契約の相手方   神戸市東灘区御影１丁目４番２０号 

           公認会計士 森 村 圭 志  

 

 

 

（説 明） 

  中核市に義務付けられている包括外部監査を行う包括外部監査人と

の契約を締結するため、地方自治法第２５２条の３６の規定により、

本案を提出する。 





 

議44 

議案第４４号 

土地の交換について 

土地を次のとおり交換するため、議決を求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 交換の目的      尼崎東警察署移転先用地を取得するに当たり、

兵庫県営浜つばめ鉄筋住宅用地を兵庫県に供

するため 

 

２ 交換により取得する土地 

所 在 地 番 地 目 面 積（㎡） 

尼崎市潮江５丁目１０３番１０ 宅地 ５，０００．００ 

 

３ 交換に供する土地 

所 在 地 番 地 目 面 積（㎡） 

尼崎市浜１丁目８２番１ 宅地 ４，３７６．０２ 

 

４ 交換の相手方   兵庫県 

 

 

 

（説 明） 

地方自治法第９６条第１項第６号の規定により、本案を提出する。 





 

議45 

議案第４５号 

指定管理者の指定について 

尼崎市立第２老人福祉工場及び尼崎市立第３老人福祉工場の指定管理

者を次のとおり指定するため、議決を求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 施設の名称及び位置 

  尼崎市立第２老人福祉工場  尼崎市立花町３丁目１０番１３号 

  尼崎市立第３老人福祉工場  尼崎市久々知２丁目２８番２５号 

２ 指定管理者  尼崎市東難波町５丁目１９番５号 

公益社団法人尼崎市シルバー人材センター 

理事長 中 嶋 千 萬 城 

３ 指定期間   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

尼崎市立第２老人福祉工場及び尼崎市立第３老人福祉工場の指定管

理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、

本案を提出する。 

 

 





 

議46 

議案第４６号 

指定管理者の指定について 

尼崎市立あこや学園の指定管理者を次のとおり指定するため、議決を

求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 施設の名称  尼崎市立あこや学園 

２ 施設の位置  尼崎市三反田町１丁目１番１号 

３ 指定管理者  尼崎市三反田町１丁目１番１号 

          社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

           理事長 山 本 博 久 

４ 指定期間   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

 尼崎市立あこや学園の指定管理者を指定するため、地方自治法第２

４４条の２第６項の規定により、本案を提出する。 





 

議47 

議案第４７号 

指定管理者の指定について 

尼崎市立身体障害者福祉会館の指定管理者を次のとおり指定するため、

議決を求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 施設の名称  尼崎市立身体障害者福祉会館 

２ 施設の位置  尼崎市稲葉荘３丁目９番２６号 

３ 指定管理者  尼崎市稲葉荘３丁目９番２６号 

          特定非営利活動法人尼崎市身体障害者連盟福祉協        

会            

           理事長 岡 﨑 正 樹 

４ 指定期間   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

 尼崎市立身体障害者福祉会館の指定管理者を指定するため、地方自

治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出する。 

 





 

議48 

議案第４８号 

指定管理者の指定について 

尼崎市立たじかの園の指定管理者を次のとおり指定するため、議決を

求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 施設の名称  尼崎市立たじかの園 

２ 施設の位置  尼崎市三反田町１丁目１番１号 

３ 指定管理者  尼崎市三反田町１丁目１番１号 

          社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

           理事長 山 本 博 久 

４ 指定期間   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

 尼崎市立たじかの園の指定管理者を指定するため、地方自治法第２

４４条の２第６項の規定により、本案を提出する。 





 

議49 

議案第４９号 

指定管理者の指定について 

尼崎市立身体障害者福祉センターの指定管理者を次のとおり指定する

ため、議決を求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 施設の名称  尼崎市立身体障害者福祉センター 

２ 施設の位置  尼崎市三反田町１丁目１番１号 

３ 指定管理者  尼崎市三反田町１丁目１番１号 

          社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

           理事長 山 本 博 久 

４ 指定期間   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

 尼崎市立身体障害者福祉センターの指定管理者を指定するため、地

方自治法第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出する。 





議50 

議案第５０号 

   指定管理者の指定について 

 尼崎市尼崎学園の指定管理者を次のとおり指定するため、議決を求め

る。 

  平成２９年２月２０日提出 

               尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 施設の名称  尼崎市尼崎学園 

２ 施設の位置  神戸市北区道場町塩田字東山岡３０８３番地 

３ 指定管理者  尼崎市三反田町１丁目１番１号 

          社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

           理事長 山 本 博 久 

４ 指定期間   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市尼崎学園の指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４

条の２第６項の規定により、本案を提出する。 





 

議51 

議案第５１号 

指定管理者の指定について 

尼崎市立青少年体育道場の指定管理者を次のとおり指定するため、議

決を求める。 

平成２９年２月２０日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

１ 施設の名称及び位置 

   尼崎市立城内青少年体育道場 尼崎市南城内７番地の２ 

  尼崎市立立花青少年体育道場 尼崎市立花町３丁目１０番１５号 

  尼崎市立園田青少年体育道場 尼崎市東園田町８丁目１１１番地

の８ 

２ 指定管理者 

  尼崎市立城内青少年体育道場 尼崎市西難波町３丁目６番３号 

                  尼崎市剣道連盟 

 会長 松 本 英 清 

  尼崎市立立花青少年体育道場 尼崎市栗山町２丁目２５番１号 

                  尼崎市スポーツ少年団 

                   本部長 増 岡 貞 彦 

  尼崎市立園田青少年体育道場 尼崎市栗山町２丁目２５番１号 

                  尼崎市スポーツ少年団 

                   本部長 増 岡 貞 彦 

３ 指定期間   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市立青少年体育道場の指定管理者を指定するため、地方自治法

第２４４条の２第６項の規定により、本案を提出する。  





議52 

議案第５２号 

   尼崎市農業共済事業特別積立金の取崩しについて 

 尼崎市農業共済事業の農作物共済（水稲）に係る特別積立金を次のと

おり取り崩すため、議決を求める。 

  平成２９年２月２０日提出 

               尼崎市長 稲  村  和  美 

１ 取崩限度額    ２００，０００円 

２ 取崩しの理由   平成２９年度損害防止事業を実施するため 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市農業共済条例第７５条第４項の規定により、本案を提出する。 





議53 

議案第５３号 

   尼崎市農業共済事業事務費の賦課総額及び賦課単価について 

 尼崎市農業共済事業に係る平成２９年度事務費の賦課総額及び賦課単

価を次のとおり決定するため、議決を求める。 

  平成２９年２月２０日提出 

               尼崎市長 稲  村  和  美 

１ 事務費賦課総額  ９９，０００円 

２ 事務費賦課単価 

   水稲共済割   １キログラム当たり ０．７７円 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市農業共済条例第５条第２項の規定により、本案を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







議54-2 

（説 明） 

地方自治法第９６条第１項第１２号の規定により、本案を提出する。 



議55 

議案第５５号  

   工事請負契約の変更について  

 港橋耐震補強（その１）工事請負契約の変更契約を次のとおり締結す

るため、議決を求める。  

  平成２９年２月２０日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的    港橋耐震補強（その１）工事請負契約の変更の

ため  

２ 契約の内容    工事場所 尼崎市中浜町地内 

           工事概要 橋脚耐震補強工事 

３ 変更後の契約金額 ３１３，５１９，６８０円  

４ 契約の相手方   尼崎市崇徳院２丁目５５番地 

            株式会社鍵田組 

             代表取締役 鍵 田 智 嗣 

 

 

 

（説 明）  

  平成２８年６月２２日に議決された港橋耐震補強（その１）工事の

設計変更に伴う工事請負契約の変更契約を締結するため、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に

より、本案を提出する。  



議55-2 

（参 考）  

Ⅰ 工事概要  

種 別 内                容 

土 木 

橋脚耐震補強工事 

  施工延長 ４７．０ｍ、施工幅員 １２．６ｍ 

   耐震補強工（鋼管杭、橋脚のコンクリート巻立て補強） 

  落橋防止対策工（緩衝チェーン設置、縁端拡幅、水平

分担構造設置）等 

今回変更内容 

 進入路及び仮設構台の整備      １式 

 仮締切工及び仮設船着き場の整備   １式 

 

Ⅱ 変更前契約  

 １ 契約の目的  港橋耐震補強（その１）工事請負のため  

 ２ 契約の内容  工事場所 尼崎市中浜町地内  

          工事概要 橋脚耐震補強工事  

 ３ 契約の方法  一般競争入札  

 ４ 契約の金額  ２３２，６７５，２００円  

 ５ 契約の相手方 尼崎市崇徳院２丁目５５番地 

           株式会社鍵田組 

            代表取締役 鍵 田 智 嗣 

 


